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*1	外部有識者として山口廣秀氏（日興リサーチセンター理事長、元日本銀行副総裁）、山﨑達雄氏（国際医療福祉大学特任教授、元財務官）が委員を務めています。　
*2 �外部有識者として高村ゆかり氏（東京大学未来ビジョン研究センター教授）、加賀谷哲之氏（一橋大学大学院経営管理研究科教授）、有識者として足達英一郎氏（日本総合研究所フェ
ロー）が委員を務めています。

株主総会

取締役会
監査等委員会

三井住友銀行・SMBC日興証券

株主総会

取締役会

三井住友フィナンシャルグループ

グループ経営会議

SMBCグループ・グローバル・
アドバイザリー・ミーティング事業部門本社部門

各種委員会

監督

執行

独立社外取締役 社内取締役（非執行） 社内取締役（執行） 委員長

監査

監査委員会室

監査部

指名委員会 報酬委員会 監査委員会

法定3委員会

リスク委員会*1 サステナビリティ
委員会*2

任意

2026年6月末時点
三井住友フィナンシャルグループの体制
当社は、組織形態として指名委員会等設置会社を採用し

ています。国際的に広く認知され、国際的な金融規制・監督

とも親和性の高いコーポレートガバナンス体制を構築し、

業務執行に対する取締役会の監督機能強化および業務執

行の迅速化を図ることを目的としたものです。なお、中核子

会社である三井住友銀行とSMBC日興証券は監査等委員

会設置会社を採用しています。

当社は、実効的なコーポレートガバナンスの実現を通じ

て、不祥事や企業としての不健全な事態の発生を防止しつ

つ、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図りま

す。コーポレートガバナンスに完成形はないものと考え、継

続的なコーポレートガバナンスの強化・充実に向け、不断の

取組を進めることにより、実効性の一層の向上を目指して

います。

基本的な考え方
SMBCグループでは、経営における普遍的な考え方として経営理念を定め、企業活動を行ううえでの拠りどころとして位置付けています。
経営理念に掲げる考え方を実現するために、コーポレートガバナンスの強化および充実を経営上の最優先課題のひとつとし、実効的なコーポレートガバナンスを追求しています。

コーポレートガバナンス
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（参考）ガバナンス向上への取組

2017
●	�指名委員会等設置会社へ移行（社外取締役7名）。指名・報酬・監査の法定3委員会に加え、
　任意のリスク委員会を設置（法定3委員会の委員長は社外取締役に）
●	�事業部門制・CxO制を導入し、新たなグループガバナンス体制を整備

2019
●	�中核子会社である三井住友銀行とSMBC日興証券が監査等委員会設置会社へ移行
●	�取締役を17名から15名に減員し、社外取締役比率が47%に上昇

2020 ●	�リスク委員会の委員長に社外取締役が就任

2016 ●	�取締役会の実効性評価を開始

2023 ●	�グループビジネス管理室を設置

2024 ●	�取締役会の構成を社外取締役が過半数となるよう変更

2002
●	三井住友フィナンシャルグループ（当社）を設立
●	�取締役会内部委員会として、任意の人事委員会、報酬委員会、リスク管理委員会を設置

2005 ●	取締役会内部委員会として、任意の監査委員会を設置

2006
●	�業務の適正を確保する体制整備のため、経営理念および行動規範に則り、内部統制決議を行い、
「内部統制規程」として制定

2010
●	�財務内容の透明性や投資家の利便性の一段の向上、資金調達手段の多様化等を目的として、
　ニューヨーク証券取引所に上場

2015
●	�「SMFGコーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定・公表
●	�社外役員を増員し、社外取締役5名、社外監査役3名の計8名に

2021
●	�グループCSuOを任命
●	�任意のサステナビリティ委員会を設置（委員長は社外取締役に）

● 取締役会の役割　
当社の取締役会は、経営の基本方針等、法令上取締役会の専決事項として定められた事項

の決定および執行役・取締役の職務執行の監督を主な役割としています。また、取締役会の監

督機能の一段の強化および業務執行の迅速化等を目的として、法令上取締役会の専決事項

として定められている事項以外の業務執行の決定を、原則として執行役に委任しています。

また、取締役会は、経営理念の実現、企業価値および株主の共同の利益の長期的な増大に

努め、それらを損なう可能性のある行為に対して、公正に判断し、行動することとしています。

加えて、取締役会は、執行役による適切なリスクテイクを支える環境整備を行うとともに、

健全な経営を堅持していくため、会社法等に基づき、SMBCグループの業務の適正性を確保

するための体制を整備しています。さらに、独立した客観的な立場から、執行役に対する実効

性の高い監督を行うことを責務のひとつと捉え、適切に会社の業績等の評価を行い、その評

価を執行役の人事に適切に反映します。

取締役会での審議項目の例

● 次期中期経営計画の策定 ● 中期経営計画および業務計画の進捗状況

● グローバル戦略・インオーガニック戦略 ● グループ・グローバルガバナンスの高度化

● 人事施策（人的資本投資）
● デジタルトランスフォーメーション・
　イノベーション推進

● システム戦略方針 ● サイバーセキュリティ

● �データガバナンス ● AIの活用とガバナンス

● グローバルコンプライアンス ● 政策保有株式に関する対応

● 社会的価値創造への取組 ● 資本政策

●�地政学リスク・金融市場動向への対応 ● グループ会社における業務の状況

コーポレートガバナンス

事業戦略イントロダクション ITトランスフォーメーション 経営基盤 社会的価値創造 データ

58SMBC GROUP REPORT 2026



● 取締役会の構成　
　当社の取締役会は、専門知識や経験等のバックグラウン

ドが異なり、ジェンダーや国際性においても多様性を備え

た取締役で構成しています。

　2026年6月26日現在、取締役会は、13名で構成され

ています。このうち過半数の7名が社外取締役であるほか、

取締役会議長には、業務執行を行わない取締役会長が就

任しており、執行役および取締役の職務の執行を客観的に

監督する体制を構築しています。

　また、社外取締役は、法定および任意で設置している各

委員会の委員長または委員となっているほか、必要に応じ、

コンプライアンス、リスク管理等に関する報告を担当部署

から受けるなど、適切な連携・監督を実施しています。

独立
社外取締役

3

社内取締役
（非執行）

社内取締役
（執行）

取締役の人数
13名

名 7 名

3 名

取締役会の構成

女性 外国籍 15%30%
*1 ◎は委員長　*2 対象取締役に対して特に期待する分野であり、対象取締役が有するすべての知見・経験を表すものではありません。

就任年

委員会*1 当社が特に期待する知見・経験*2

指名 監査 報酬 リスク サステナ
ビリティ

企業
経営 金融 グロー

バル
法務・

リスク管理
財務
会計 IT／DX サステナ

ビリティ

髙島 誠 2025 ○ ○ ○  

中島 達 2024 ○ ○

工藤 禎子 2021

安地 和之 2025 ○

三上 剛 2026 ○

松ヶ崎 穂波 2025 ○

門永 宗之助 2024 ○ ◎

澤田 純 2025 ◎ ○

後藤 順子 2025 ○ ◎

手代木 功 2025   ◎ 〇

高嶋 智光 2025 ○ ○

チャールズ D. レイク Ⅱ 2023 ◎

ジェニファー ロジャーズ 2023 ○ ○

● 取締役のスキル・マトリックス　
　グローバルな金融グループの取締役会として十分な監督機能を発揮できるよう、「企業経営」「金融」「グローバル」「法務・

リスク管理」「財務会計」「IT／DX」「サステナビリティ」等に関する知見・経験を備え、SMBCグループのさらなる発展への貢

献が期待できる人物を選定しています。

コーポレートガバナンス
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取締役会長

髙島 誠
取締役

三上 剛

社外取締役
Intrinsics 代表

門永 宗之助

取締役 執行役社長（代表執行役）
グループCEO

中島 達
取締役

松ヶ崎 穂波

社外取締役
NTT株式会社 取締役会長

澤田 純
社外取締役
弁護士

高嶋 智光

取締役 執行役副社長（代表執行役）
グループCCO
株式会社三井住友銀行
取締役兼副頭取執行役員を兼任

工藤 禎子

社外取締役
公認会計士

後藤 順子
社外取締役 
アシュリオンジャパン・ホールディングス合同会社 
ゼネラル・カウンセル インターナショナル
米国ニューヨーク州弁護士

ジェニファー ロジャーズ

* �取締役 門永宗之助、同 澤田純、同 後藤順子、同 手代木功、同 高嶋智光、同 チャールズ D. レイク Ⅱ、
同 ジェニファー ロジャーズの7氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役です。

社外取締役 
Aflac International, Inc. 
取締役社長
アフラック生命保険株式会社 
代表取締役会長
米国ペンシルベニア州弁護士
米国ワシントンD.C.弁護士

チャールズ D. レイク Ⅱ

取締役 執行役専務
グループCFO兼グループCSO
株式会社三井住友銀行
取締役兼専務執行役員を兼任

安地 和之

社外取締役
塩野義製薬株式会社
代表取締役会長兼社長 CEO

手代木 功

三井住友フィナンシャルグループの取締役

略歴については、
2026年3月期有価証券報告書の「取締役の状況」をご覧ください。

コーポレートガバナンス
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2025年度の取組・評価 2025年度の評価を踏まえた2026年度の重点課題・取組

取締役会の役割

● �● �中期経営計画の策定等の重要なテーマについて、取締役会や
インフォーマルな会合で十分に議論が重ねられ、監督機能を適
切に発揮

● �● �引き続き、社外取締役が高い専門性を発揮したほか、取締役会
と各内部委員会が適切に連携し相乗効果を発揮

● �● �地政学リスクや金利・物価動向、AIをはじめとする技術革新等の
環境変化を意識しながら、新中期経営計画の進捗状況を監督

● �● �新中期経営計画について、主要施策における資源投入や効果
発現の状況、ITトランスフォーメーション、社会的価値創造等の
重要なテーマを適時適切に審議

取締役会の運営・
社外取締役への
サポート体制

● �● �議案内容や審議時間等、議事運営は円滑かつ効果的
● �● �インフォーマルな会合は充実しており、役員相互の情報交換や
信頼関係構築に寄与

● �● �監督機能を発揮するために必要な情報提供がなされている

● �● �引き続き、社外取締役と社内の役職員の双方向的なコミュニ
ケーションを促進

● �● �中期経営計画の主要施策の監督に資する情報提供や議論の機
会を設定

● �● �大局的な議論に資する資料・説明のあり方を継続的に検討

取締役会の構成

● �● �適切な員数で多様な属性を備え、バランスが取れた構成で、そ
れぞれが専門性を発揮

● �● �指名委員会を中心に、取締役会の役割に照らし、あるべき構成
について継続的に検証・見直し

● �● �SMBCグループの課題や将来の方向性を見据えて、引き続き、
指名委員会を中心に、あるべき構成等を検討

取締役会の実効性評価
当社は、「SMFGコーポレートガバナンス・ガイドライン」

の「取締役会の実効性評価」の項目において、取締役会

は、その職務の執行が同ガイドラインに沿って運用されて

いるかについて毎年、分析・評価を行うことを規定し、開示

しています。2025年度については、「コーポレートガバナ

ンス・コード」および「SMFGコーポレートガバナンス・ガイド

ライン」に記載されている「取締役会の役割」「取締役会の

運営・社外取締役へのサポート体制」および「取締役会の構

成」を中心に、すべての取締役にアンケート調査を実施し、

● 取締役全員にアンケートを実施
● 設問は外部専門家がレビュー

アンケート

プロセス 実施概要
外
部
専
門
家
の
視
点
を
取
り
入
れ
つ
つ
自
己
評
価

● 社外取締役は取締役会にて意見表明
● 社内取締役へのインタビュー

意見表明
インタビュー

● 外部専門家による
  レビューも踏まえた分析・評価

評価結果の
検討

● 取締役会でのディスカッション評価結果の
議論

実効性評価結果の概要
2025年度は、前回の実効性評価を踏まえた対応が適切

になされ、取締役会の審議高度化や実効性向上への努力

の結果、十分な実効性を有しており、かつ、従来よりも実効

性が向上していると評価しました。当社の取締役会は今回

の実効性評価の結果や、一連のプロセスの中で各取締役か

ら提示された多様な意見および外部専門家の推奨事項を

踏まえ、社外取締役と社内の役職員の相互理解を推進する

とともに、当社の企業価値向上のための本質的な課題を議

論していくことにより、さらなる実効性の向上に取り組んで

いきます。

取締役会の2025年度の取組・評価と2026年度の重点課題・取組

2026年4、5月の取締役会において、7名すべての社外取

締役から意見を聴取しました。そのうえで、社内取締役への

インタビュー等も踏まえ、同年6月の取締役会において審議

を行い、取締役会の職務の執行が同ガイドラインに沿って

運用されているかについて、分析・評価を行いました。本評

価については、その実施プロセスの各段階において、先進

諸外国の知見を持つ外部専門家によるレビューを受けてい

ます。

コーポレートガバナンス
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内部委員会の活動実績（2025年度）

主な役割 開催回数
（平均出席率） 活動内容

指名委員会
株主総会に提出する当社取締役の選任および解任に関す
る議案の内容を決定。経営トップの後継者選定に関する事
項や主な子会社の役員人事等を審議

5回
（100%）

● �当社および子会社の経営基盤を支えるにふさわしい役員の定義や経営トップの後継者計画につ
いて審議

● �グループ会社社長の人事案について継続的に審議のうえ、同意

報酬委員会
当社取締役、執行役および執行役員の報酬等の決定方
針、取締役および執行役の個人別の報酬等の内容を決
定。主な子会社の役員報酬等の決定方針等の内容を審議

7回
（100%）

● �2026年度から新中期経営計画を開始するにあたり、当社および三井住友銀行の役員報酬体系
の見直しを審議

● �SMBCグループの競争力を高めるため、グループ各社の役員に対する株式報酬制度のさらなる対
象拡大を審議

監査委員会
当社取締役および執行役の職務執行の監査、監査報告
の作成、株主総会に提出する会計監査人に関する議案の
内容の決定

15回
（100%）

● �監査方針に基づき、重要な会議への出席、取締役および執行役等からの職務執行状況の聴取、社
内各部署からの報告聴取や各拠点への往査等を通じて、取締役および執行役の職務執行状況を
監査

● �監査委員会における審議結果を取締役会へ報告し、必要に応じて執行役等に対して提言や意見
表明を実施

リスク委員会
環境・リスク認識とリスクアペタイトの運営、運営体制等の
リスク管理にかかる重要な事項について審議し、取締役会
に助言

4回
（100%）

● �国内外の環境変化を踏まえ、SMBCグループのトップリスクについて議論するとともに、新中期経
営計画の策定に向けて、ストレステストの結果を踏まえ、リスクアペタイトやリスク顕在時の対応方
針について審議

● �ノンバンクを発端とする金融危機等を想定した予兆管理強化策や危機時における迅速な業務復
旧に向けた取組について審議

サステナビリティ
委員会

社会的価値の創造に関する施策の進捗、サステナビリティ
を取り巻く国内外の情勢等について審議し、取締役会に報
告・助言

2回
（100%）

● �社会的価値の創造に関する取組状況を振り返り、さらなる取組の拡大に向けた対応や、取組によ
るインパクトの測定および開示の方向性について審議

● �サステナビリティを巡る外部環境の変化を踏まえ、SMBCグループの戦略・戦術の見直しの必要性
や、実体経済の脱炭素化に向けた取組の高度化について審議

コーポレートガバナンス
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社外取締役のサポート体制
グループの事業活動および業務内容を深く

理解してもらうことが重要との考えの下、社外

取締役に対し、経営を監督するうえで必要とな

る事業活動に関する情報や知識の提供、求めら

れる役割を果たすために必要な機会の提供を

継続的に行うこととしています。2025年度は、

下記の取組等を実施しました。 社外取締役による京都・大阪拠点視察

● 事業活動および業務内容の理解促進を目的として、中核子会社の部店長会議等、執行サイドの
各種会議に参加したほか、グループ会社の国内拠点視察、海外拠点役員やグループ会社社長
との意見交換を実施

● 社外取締役・担当部署との間で、「次期中期経営計画の策定」や「グループ会社のビジネス」等
のテーマ別のインフォーマルな会合を開催

● 取締役会における議案の理解を促進するための取組として、事前に議案内容の説明会を開催

● 外部専門家を講師として、「資本政策」「生成AI」に関する勉強会を実施

● 社外取締役に適時適切に社内会議の模様等の情報提供を実施

● 社外取締役のみの会合を開催

詳細は、「SMFGコーポレートガバナンス・ガイドライン」の参考6をご参照ください。
https://www.smfg.co.jp/aboutus/pdf/cg_guideline.pdf

当社では、社外取締役が独立性を有すると判断するためには、現在または最近において、次の要件のいずれにも該当し
ないことが必要であると考えています。

❶ 主要な取引先
・当社・三井住友銀行（以下、当社等）を主要な取引先とする者もしくはその業務執行者。
・当社等の主要な取引先もしくはその業務執行者。

❷ 専門家

・�当社等から、役員報酬以外に、過去3年平均で、年間1,000万円超の金銭その他の財産を
得ている法律専門家、会計専門家またはコンサルタント。

・�当社等から、多額の金銭その他の財産を得ている法律事務所、会計事務所、	
コンサルティング会社等の専門サービスを提供する法人その他の団体の一員。

❸ 寄付
・当社等から、過去3年平均で、年間1,000万円または相手方の年間売上高の2%の	
いずれか大きい額を超える寄付等を受ける者もしくはその業務執行者。

❹ 主要株主
・当社の主要株主もしくはその業務執行者	
（過去3年以内に主要株主もしくはその業務執行者であった者を含む）。

❺ 近親者
・�次に掲げるいずれかの者（重要でない者を除く）の近親者。	
（1）上記1〜4に該当する者。	
（2）�当社またはその子会社の取締役、監査役、執行役、執行役員等の使用人。

社外取締役の独立性に関する基準

コーポレートガバナンス
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● 政策保有に関する方針
（1）当社は、グローバルに活動する金融機関に求められる

行動基準や国際的な規制への積極的な対応の一環と

して、SMBCグループの財務面での健全性維持のた

め、保有の合理性が認められる場合を除き、原則とし

て、政策保有株式を保有しません。

（2）保有の合理性が認められる場合とは、中長期的な視点

も念頭において、保有に伴うリスクやコストと保有によ

るリターン等を適正に把握したうえで採算性を検証し、

● 政策保有株式の削減計画
大幅な株価下落をもたらすストレス環境下においても、十

分に金融仲介機能を発揮できる財務基盤を確保する観点か

ら、株価変動リスクの縮減に継続的に取り組んでいます。

2023年３月末からの３ヵ年で2,000億円を削減する計

画を1.5ヵ年前倒しで達成したことから、2024年11月に、

2024年3月末からの5ヵ年で6,000億円（簿価）の残高を削

減する計画を公表し、2024年度は1,850億円、2025年度

は1,240億円を削減しました。本計画により、三井住友銀行

設立時以降累計で９割超の削減となります。また、足元の株

価上昇を受けて、純資産に対する時価残高の比率が下がり

にくい状況にありますが、今後は時価残高の削減もさらに意

識し、新中期経営計画の期間中（2026年度～2028年度）

に、当社連結純資産に対する政策保有株式時価残高の割合

が20％未満となるよう取り組んでいきます。

政策保有株式

削減状況
削減額 3,090億円

'24年度 1,850億円

'25年度  1,240億円

応諾済未売却額 690億円

1.01

3.82

2.76
3.12

0.83
0.70

*1 2020年3月末以降の業務提携目的の出資を除く
*2 有価証券報告書に記載される「みなし保有株式」の残高を含む

国内上場株式*¹簿価 政策保有株式時価残高*²÷連結純資産　

'01/4 '24/3 '25/3 '26/3

32.9%
27.3% 27.5%

（兆円） 国内上場株式*¹時価

'29/3

前倒しで削減 20%未満
目標：

 （'24～'28年度）

 6,000 億円

6.09

削減計画

政策保有株式の削減計画

取引関係の維持・強化、資本・業務提携、再生支援等の

保有のねらいも総合的に勘案して、SMBCグループの企

業価値の向上につながると判断される場合をいいます。

（3）政策保有株式については、定期的に保有の合理性を検

証し、合理性が認められる株式は保有しますが、合理性

がないと判断される株式は、市場に与える影響や発行

体の財務戦略等、さまざまな事情を考慮したうえで、売

却します。

政策保有株式の詳細は、当社Webサイトをご参照ください。
https://www.smfg.co.jp/company/organization/governance/structure/hold.html
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2025年度実績：賞与（現金・株式報酬）

業績指標 評価
ウェイト 実績 業績評価

係数
SMFG業務純益 前期比/計画比 50% 64.4%

130%*1

SMFG当期純利益 前期比/計画比 50% 62.9%

サステナビリティ指標 評価
ウェイト

評価
結果

KPI達成率
±10% +3.0%

主要外部評価機関評価
*1	最終的な業績評価係数を算出する際は、実績と評価結果を合計した後、小数点以下
を切り捨て、整数値で決定。

株式報酬Ⅰ

評価指標 評価
ウェイト 実績 業績評価

係数

財務指標

ROCET1 20％ 30.0％

124%*3

ベース経費 20％ 19.8％
ＳＭＦＧ業務粗利益 15％ 22.5％
ＳＭＦＧ当期純利益 15％ 21.5％

株式指標 ＴＳＲ（株主総利回り） 15％ 9.0％
非財務指標 社会的価値の創造 15％ 17.5％

調整項目

新たなビジネス領域
への取組、コンプラ
イアンス・お客さま本
位・リスク管理

±5% +4.0％*2

*2 新たなビジネス領域への取組について、Trunkの提供開始・Ｏｌｉｖｅを軸としたグルー
プビジネスのさらなる拡大等を評価。

*3 最終的な業績評価係数を算出する際は、実績を合計した後、小数点以下を切り捨て、
整数値で決定。

● 当社役員報酬の構成等
　役員報酬は、原則、「基本報酬」「賞与」「株式報酬」で構

成されており、経営環境や業績等を踏まえて変動する業績

連動部分の比率の目安を役位に応じ40％から60％程度と

しています。役員の報酬体系や報酬水準は、第三者による

経営者報酬に関する調査結果・経済・社会情勢・経営環境等

を踏まえ、報酬委員会で決定しています。

単年度業績連動報酬

2025年度の業績連動報酬の各指標の実績

中期業績連動報酬

当社では、SMBCグループの経営理念や中長期的に目

指す姿であるビジョンの実現に向け、次の2点を主なねらい

とする役員等の報酬体系を構築するとともに、譲渡制限付

株式を用いた株式報酬制度を導入しています。

報酬制度

❶ SMBCグループの短期・中長期の業績と役員等の報酬と
の連動性を高め、業績に対する適切なインセンティブとし
て機能すること

❷ �株式による報酬の比率を高め、役員等の株式保有を進め
ることにより、株主との利益共有を進めること

● 単年度業績連動報酬
2025年度は単年度業績連動報酬として、現金と株式報

酬を支給しました。業績指標は、SMBCグループの経営の

最終結果である「当社グループの親会社株主に帰属する当

期純利益」、SMBCグループの収益力を示す「当社グルー

プの連結業務純益」の2指標を採用し、業績と役員等の報

酬との連動性を高め、業績に対する適切なインセンティブと

しての機能を担保しました。また、主要外部評価機関の評

価結果等を踏まえ、報酬委員会がサステナビリティ指標の

評価を決定しました。

● 中期業績連動報酬
中期業績連動報酬として「株式報酬Ⅰ」を支給していま

す。2023年度～2025年度の中期経営計画に連動する評

価指標としては、「ROCET１」「ベース経費」等の財務指標

に加え、株式指標として「TSR」、非財務指標として「社会

的価値の創造」への取組を採用し、調整項目である「新たな

ビジネス領域への取組」「コンプライアンス・お客さま本位・

リスク管理」等を踏まえて決定しました。
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役員等の報酬体系（2026年度）

報酬の種類 支給基準（変動幅）・ 業績指標の内容 報酬額決定

基本報酬 固定報酬 ー

賞与

年度業績連動（0〜150%）
「基準額」×「当社グループの年度業績・個人の職務遂行状況等」

年1回

株式報酬Ⅰ

中期業績連動（0〜150%）
「基準額」×「当社グループの中期業績等」

中期経営計画
終了時

株式報酬Ⅲ 業績非連動（役位昇進時に支給） ー

基本報酬 固定報酬 ー

株式報酬Ⅱ 業績非連動 ー

株
式
報
酬
比
率
：
25〜

45
%

業
績
連
動
比
率
：
40〜

60
%

財務指標*1 評価ウェイト

当社グループの連結業務純益 前期比／計画比 50％

当社グループの親会社株主に
帰属する当期純利益

前期比／計画比 50％

非財務指標 評価ウェイト

サステナビリティ
外部機関評価

±5％

評価指標 評価ウェイト

財務指標
ROTE 30％
当社グループの連結業務粗利益 30％

株式指標 TSR（株主総利回り）*2 20％
非財務指標 社会的価値創造と従業員に関する取組*3 20％

調整項目
Build Next Core
コンプライアンス・お客さま本位・リスク管理　等

±10%

金融業としてのプルーデンス確保 : 繰延支給の対象となる賞与、株式報酬Ⅰ・Ⅲはマルス・クローバックの対象

*1 財務指標に十分に反映されない事情を認める場合、経営環境に応じた適切な報酬とすべく、報酬委員会の審議で最大±5%の範囲内で評価に反映することがある。
*2 報酬委員会が、中期経営計画対象期間中のTSRの相対的な評価により、目標達成度を算出する。
*3 �社会的価値創造に向けたマテリアリティ（「緑の地球」・「輝く人々」・「幸せな成長」）・従業員（エンゲージメントサーベイの各項目の結果を組み合わせて算出した人
財ポリシースコア）に関する取組状況やKPIの達成状況に応じて、報酬委員会が評価する。

*4 バーゼルIII最終化時、その他有価証券評価差額金を除く。

「CET1比率*4」をノックアウト指標として設定し、各年度末時点で一定水準を下回った場合、
当該年度にかかる「株式報酬Ⅰ」を不支給とする

■ 金銭報酬　■ 株式報酬（譲渡制限付株式）　■■ 業績連動報酬　■■ 業績非連動報酬

● 当社役員等（社外取締役・監査委員除く）

● 社外取締役・監査委員

新たなビジョンの実現に向けて、大胆な変革へのチャレ

ンジを後押しするため、役員報酬制度を改定しました。

2026年度 役員報酬制度の改定

● 業務運営の健全性確保
　過度なリスクテイクの抑制、金融業としてのプルーデン

ス確保（健全性維持に向けた取組）を図るため、株式報酬

および賞与の一部について、財務諸表の重大な修正やグ

ループのレピュテーションへの重大な損害等の事象が発生

した場合に、マルス（譲渡制限期間中の減額・没収）・クロー

バック（譲渡制限解除後の返還）を可能とする仕組を導入し

ています。

主な改定点
❶ 中期経営計画と役員報酬の連動
株式報酬Ⅰ（中期業績連動報酬）の評価指標を中期経営計画
に合わせて見直し。収益性を重視し財務指標にROTEを採用
したほか、非財務指標と株式指標の評価ウェイトを高めること
で、社会的価値創造や株主価値の向上と、役員報酬との連動
性を強化。

❷ 単年度業績連動報酬の実効性向上
賞与と株式報酬の役割分担を明確化し、短期・中長期それぞ
れの成果に連動する報酬体系に変更。

❸ 株主価値共有の促進
株主との利益共有を促進するとともに、中長期的な企業価値
向上に対する意識を高め、取締役会による監督機能を一層向
上させるため、社外取締役および監査委員を対象に業績に連
動しない株式報酬を導入。
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CHROメッセージ

Chief Human Resources Officer
Message From

執行役専務　
グループCHRO

小林 喬

ビジネスを取り巻く環境が目まぐるしく変化し、社員の多様化

が加速する中で、SMBCグループは成長戦略を支える人的資本

の強化と現場力・戦略遂行力の最大化を担い、新中期経営計画

を実現してまいります。​

SMBCグループでは、現在13万人を超える社員が活躍してい

ます。多様な社員が個々の能力を最大限発揮し、成長意欲を持ち

続けられる環境を作るため、2023年度にSMBCグループ人財ポ

リシーを制定しました。​

人財ポリシーでは、社員には「プロフェッショナル」「チーム

ワーク」「挑戦」を求め、それを体現する社員に対して会社は「自

分らしさの表現」「お客さま・社会への貢献」「キャリア形成と自身

の成長」を提供することを明記しています。​

人財ポリシーの制定は、かつて主従関係にあった会社と社員

の関係性を“選び、選ばれる関係”へ進化させ、その相互成長によ

り弛まぬ価値創造を目指すというSMBCグループの決意の表れ

であり、この“社員に求めるもの”と“提供する価値”の好循環の創

出こそが我々の長期的かつ不変のミッションだと考えています。​

人財ポリシーの実現に向けて、注力すべき領域は「人材」「カ

ルチャー」「仕組」の３つだと考えています。新中期経営計画では

この３つの観点と、ビジネス環境や社員の多様化を鑑み、「（1）

プロフェッショナルの確保と、自律的に成長する強い個の創出」

「（2）人財ポリシーを体現するチームと挑戦し続けるカルチャー

の確立」「（3）組織のパフォーマンスを最大化する基盤の構築」

の３つを重点人事戦略と定めました。​

さらに2026年度からは人事戦略の実現に向けて、定量的な効

果測定を強化するため、KGIとして人的資本ROIと人財ポリシー

スコアを設定するとともに、人事戦略と経営戦略との連動を明確

化するため人的資本経営モデルを刷新しました。​

世界的なレジームチェンジやテクノロジーの飛躍的進化の中

にあっても、SMBCグループの最大の財産は「人」。社員一人ひ

とりの強さこそが、SMBCグループの競争力の源泉です。

目まぐるしく変化する時代の渦中にあっても、高い志を持って

お客さまや社会の課題に果敢に挑む社員に対し、その力が最大

限発揮されるよう、あらゆる観点から惜しみない支援を行ってまい

ります。​

社員と会社をつなぎ、社員に伴走し成長を支え、ビジネスを共

創する。グループCHROとして力強く人事戦略を推進して、経営

戦略の実現に挑む決意です。​

つなぐ。伴走する。共につくる。
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SMBCグループ人財ポリシー 人的資本経営モデルの刷新
2023年度に策定したSMBCグループ人財ポリシーの重要性は、新中期経営計画におい

ても変わりません。人財ポリシーでは、ビジネス環境の変化や社員の多様化が進んでも、変わ

らない社員に「求めるもの」と「提供する価値」を明文化しており、双方の好循環の創出によ

り、会社と社員が選び・選ばれる関係を構築することを目指しています。人財ポリシーを浸透

させ、常時体現することで、多様でプロフェッショナルな社員が挑戦し続け、働きがいを感じ

る職場とチームを実現します。

経営戦略と人事戦略の連動をより明確化するため、2026年度よりこれまでの人的資本

経営モデルを抜本的に見直しました。新人的資本経営モデルでは、SMBCグループ人財ポリ

シーを価値創造のエンジンと位置付け、戦略的な人的資本投資を実行することで、人材戦

略で注力すべき「人材」「カルチャー」「仕組」それぞれの領域において目指す状態を実現し、

「アウトプットを常に最大化できるチームを全領域で作れている状態」となることが企業価値

向上に直結するという考え方を示しています。​

SMBCグループ人財ポリシーと新人的資本経営モデル

事業戦略イントロダクション ITトランスフォーメーション 経営基盤 社会的価値創造 データ
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HR
Mission

KGI

HR
Vision

モニタリング指標

重点​
人事​戦略​

*1 人件費あたりの付加価値の割合：（業務粗利益-（営業経費-人件費））÷人件費-1 *2 エンゲージメントサーベイの各項目の結果を組み合わせて算出

人材 カルチャー​ 仕組

人事戦略の全体像

多様でプロフェッショナルな社員が挑戦し続け、働きがいを感じる職場とチームの実現​

SMBCグループ人財ポリシー

グローバルトップティアに相応しいプロフェッショナルチームの実現​

プロフェッショナルの確保と、​
自律的に成長する強い個の創出​

質・量の把握を通じた戦略的な
人材の獲得と最適配置

自律的な成長支援と、
将来のリーダーの育成​

人財ポリシーを体現するチームと
挑戦し続けるカルチャーの確立​

人財ポリシーを体現​
できるカルチャーの浸透​

変化に強い、
挑戦し​続けるチーム作り​

組織のパフォーマンスを​
最大化する基盤の構築

生産性を向上する​仕組と、
競争力ある​人事制度構築

機動的で信頼される​安定した​
人事運営体制の整備​

AI活用による人の価値の最大化​

全領域で質的・量的に十分な​

プロフェッショナル人材が揃っている​

重点領域人材充足率​

人財ポリシーが浸透し、常時体現できる​

カルチャーが醸成されている​

エンゲージメントスコア

高い再現性と生産性を兼ね備えた​

組織・経営基盤が構築できている​

労働生産性・労働分配率

2025年度実績（前年比） 2028年度までの目標

人的資本ROI*１ 196%（+33pt） 200%以上

人財ポリシースコア*2 2025年度実績（前年比） 目標

社員に求めるもの 74（+0pt） 70以上維持

社員に提供する価値 73（+1pt） 70以上維持
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重点​

01 モニタリング
指標
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次期候補者

合計 842名

5年以内候補者 将来の候補者

（名） （倍）
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1,600

2024年度 2025年度
102

989
918

1,091 1,165

247
2026年度

378

（名）

重点領域 ３ヵ年投入計画*
デジタルプラットフォーム、
ITトランスフォーメーション + 3,000人

ウェルスマネジメントビジネス + 600人
国内法人ビジネス + 300人
グローバルCIB・S&Tビジネス + 500人
アジアビジネス + 300人
アセットマネジメントビジネス + 100人
グローバル決済ビジネス + 200人

重点領域 2024年度実績 2025年度実績
年間総研修費用 51.6億円 59.9億円

■■ 新卒コース別採用　■■ キャリア採用 ■■ 候補者数（左軸）
  対象ポストに対する
　 候補者数の割合（右軸）

*事業環境等を踏まえて機動的に見直しを実施

事業戦略と連動した採用戦略の下、人

材確保の強化・多角化を推進しています。

幅広いキャリアパスを展望できる新卒オー

プン採用、志望分野に直結したキャリアを

描きやすい新卒コース別採用、高度な専

門性や幅広い経験・価値観を有するキャリ

ア採用を拡大してきました。今後も、グルー

プ会社間の連携強化や育成・オンボーディ

重点戦略領域について、必要な人材の

「量」に加え、スキル・経験等の「質」を可

視化することで、採用・育成・配置を高度化

します。また、本部機能のスリム化や国内

外のミドル・バック業務等の効率化を通じて

創出した資源を、成長領域へ重点的に配分

し、グループやグローバルの垣根を越えた

最適配置を進め、事業戦略との連動を一層

強化します。

ング体制の強化を通じて、金融ビジネスの

枠にとらわれず、スケールの大きな舞台で

活躍が期待される人材を確保していく方

針です。

経営人材育成の仕組化
将来の経営を担う人材の育成にも注力

しています。CxOや事業部門長等の国

内外の主要ポジションについて、サクセッ

ションプランを策定しています。

将来の経営人材の候補者には、事業領

域の枠にとらわれない越境学習を含むタフ

アサインメントや多様な研修機会、経営と

の対話機会を重点的に提供するなど、中

長期的なスパンで計画的に育成できる体

制を構築しています。​

社員の自律的なキャリア形成支援
グループ共通の自己研鑽プラットフォー

ムを拡充し、社員一人ひとりが課題や目

標に応じて必要な知識・スキルを主体的に

習得できる環境を整備しています。多様な

キャリア形成を後押しし、社員の持続的な

成長につなげていきます。

重点人事戦略 人材 カルチャー​ 仕組

プロフェッショナルの確保と、​
自律的に成長する強い個の創出​

質・量の把握を通じた戦略的な
人材の獲得と最適配置

自律的な成長支援と、
将来のリーダーの育成​

経営戦略の実現に向け、人材の質・量を常時把握し、短期・中期・長期の視点で戦略的に人材を確保していきます。​

戦略に必要な人材の可視化と
充足状況の把握

採用戦略・基盤の構築

重点領域人材充足率*

要件充足者数
投入計画数

（2026年度計測開始）

*三井住友銀行
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重点​

02 モニタリング
指標

2025年度実績 2028年度目標

女性役員数 45人*1 55人

女性管理職比率*2 21.8％ 26%

*1 2026年6月時点　*2 女性活躍推進法に基づく集計

インナー・アウターコミュニケーションの強化
2026年度、SMBCグループとして初の人的資本に特化

したレポートを開示します。本レポートでは人事戦略の詳細

や、人財ポリシーを体現する社員の紹介を行います。

また、社内SNSの活用や、積極的な取材対応・登壇機会

の増加を通じて社内外への発信を強化することで、コミュ

ニケーションを高度化し、人財ポリシーを体現できるカル

チャーの浸透を図っていきます。

SMBCグループダイバーシティ経営
ダイバーシティ経営を成長戦略そのものと位置付け、多

様性を組織の力に変え、新たな価値創造・企業価値の向上

につなげていくことを目指しています。たとえば、意思決定

層の多様化に向け、日本におけるジェンダーギャップの課題

を踏まえ女性幹部育成研修を実施するほか、一部グループ

各社では、経営会議役員が女性経営幹部候補に対してキャ

リアアップに向けた包括的な支援を行う「スポンサー制度」

を実施しています。

また、社員が仕事とプライベートを両立しながら思う存分

活躍できるよう両立支援制度を拡充するほか、三井住友銀

行とSMBC日興証券では育児を含むさまざまな事由での欠

員にチームで対処できるよう、チームレジリエンス*強化の

取組を進めています。取組の一環として、育児休業をきっか

けにチームレジリエンスの強化に取り組んだチームに対す

る報奨金制度を新設しました。

健康経営
お客さまへの価値提供の原動力となる社員一人ひとりの

心身の健康を経営課題とし、健康経営を推進しています。プ

ロフェッショナルとしての心身のコンディション管理を支援

するため、さまざまなセミナー・研修を実施するほか、検診・

治療等にかかる費用補助や、柔軟な勤務制度の整備等を

行っています。こうした取組が評価され、当社は「健康経営

優良法人2026（大規模法人部門（ホワイト500））」に認定

されました。

* �チームが困難な状況に直面した際に、その状況に迅速・柔軟に適応し、乗り越えていく
力のこと

2023年度

72

2204年度

74

2025年度

74

目安

70

エンゲージメントスコア

重点人事戦略 人材 カルチャー​ 仕組

人財ポリシーを体現するチームと
挑戦し続けるカルチャーの確立

人財ポリシーを体現できる
カルチャーの浸透

変化に強い、
挑戦し続けるチーム作り

人財ポリシーのさらなる浸透施策の推進と、求めるものの体現・提供する価値の実現に資する取組を強化することで、人財ポリシーを常時体現・実現できるカルチャーが醸成されている状態を目指します。
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重点​

03 モニタリング
指標

*	労働生産性：（業務粗利益-営業経費+人件費） ÷人員数
	 労働分配率：人件費÷（業務粗利益-営業経費+人件費）

AI活用による人の価値の最大化
　AI活用の進展を踏まえ、高度な判断や信頼関係構築等、人にしかできない

価値の最大化を目指します。業務変革に備え、リスキリングや人材シフト、評

価・処遇の見直しを一体的に進め、AI時代に適した人事基盤を整備すること

で、生産性向上と付加価値創出の両立を図ります。

●	社員の生産性向上と
	 投入余力創出

●	AI活用を通じた
	 人的資源配分の最適化や、
	 リスキリング策の具体化

●	AI活用による生産性向上を
	 支える教育体制整備

●	AI活用を全社的な
	 カルチャーとする
	 啓蒙・マインドセット推進

●	AI活用・スキル習得を
	 定着させる、
	 人事制度・評価制度の構築

●	AI人材育成を加速する
	 インセンティブの導入

グループ人事体制の強化
事業のグループ展開に伴い、各社ごとの人事制度や運

用の違いに加え、体制や基盤の分散等が機動的な人事戦

略の推進における制約となっています。このため、人事制

度・人的資源配分・人事システム・人事体制の4領域におい

てグループ一体化を進め、人事基盤の高度化を図るととも

に、戦略実行を支える運営の機動性向上に取り組んでいき

ます。

グローバル人事体制の強化
本社・地域間のアラインメント強化と地域最適の人事運

用からの脱却を課題と捉え、日本国内拠点でのグローバル

対応力の強化や海外拠点での人事制度・運用・システムの

統合に取り組んでいます。

また、日本採用社員と海外現地採用社員で整合した人材

マネジメント方針の策定にも取り組み、雇用地にとらわれな

い全社・全地域で一貫した人材マネジメントへの転換を目指

します。

新人事制度の実効的な運用を通じた
生産性向上（三井住友銀行）
三井住友銀行では、2026年1月に新人事制度を導入し

ました。「プロフェッショナリティ」「実力本位」「多様な人材

の活躍」を基本方針に、年次にとらわれない登用や、役割に

応じた処遇を行う、発足以来初の抜本的な制度改定です。

実効性を高めるため、労働生産性や労働分配率をモニタリ

ングしながら、社員の専門性の発揮を通じた付加価値創出

と成果の還元につなげます。これにより、持続的な生産性

向上と採用競争力・リテンションの強化を目指します。

重点人事戦略 人材 カルチャー​ 仕組

組織のパフォーマンスを最大化する基盤の構築

生産性を向上する仕組と、
競争力ある人事制度構築

機動的で信頼される
安定した人事運営体制の整備

挑戦・貢献に報いる実効性高い人事制度の運用を行うことと、組織の生産性を継続的に向上させることにより、高い再現性と生産性を兼ね備えた組織・経営基盤が構築できている状態を目指します。

仕
組

カ
ル
チ
ャ
ー​

人
材

労働生産性（左軸） 労働分配率（右軸）
（百万円） （％）

2025年度2024年度2023年度
20.5 22.6 26.9

33.7
38.039.8

労働生産性・労働分配率*
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CROメッセージ

リスク管理への取組については、P.74をご参照ください。

執行役専務
グループＣＲＯ​

鮫島 夏洋

SMBCグループは、2026年度に掲げた新たなビジョン

の下、さらなる成長の加速に向けて取組を進めています。　

一方で、世界的な地政学的緊張の高まり、国内の金融政策

の正常化に伴う環境変化、各国のインフレ懸念や金融不

安、サイバー攻撃の脅威等、グループを取り巻くリスクは一

層多様化・複雑化しています。 

こうした環境認識の下、リスク管理部門では、SMBCグ

ループの挑戦を確かな形で支えていくため、4つの重点課

題に取り組んでいます。

第一に、リスクセンシティブでレジリエンスの高い運営の

実現です。不確実性の高い環境下において、さまざまなリス

クに柔軟かつ的確に対応できる態勢が重要です。ストレス

テストや予兆管理の高度化を通じて、リスクの変化をタイム

リーに捉え、迅速な影響分析と機動的な業務運営の見直し

につなげるとともに、危機時における対応態勢の実効性向

上に取り組みます。

第二に、事業ポートフォリオ変革を支えるリスク管理基

盤の整備です。アジア・資本市場におけるビジネス拡大や

アセットライトビジネス強化等、事業戦略に即してリスク管

理を強化し、リスク量の可視化と適切なコントロールを通じ

て、健全なリスクテイクを推進します。

第三に、「Integrity」を大前提とした規律あるリスクテイ

クの徹底です。「コンプライアンス及びリスクに関する行動

原則」を日常業務に組み込み、一人ひとりのリスクオーナー

シップを高めることで、環境変化や事業拡大の局面におい

ても、健全な判断と行動につながるリスクカルチャーを醸成

します。

第四に、AI活用によるリスク管理業務のデジタル化です。

ビジネス拡大に伴い、リスク管理に求められる領域・専門

性は一層広がっています。積極的なAI活用やシステム整備

を通じて、質とスピードを向上させ、より高度で効率的なリ

スク管理態勢の構築を進めていきます。さらに、SMBCグ

ループにおけるAI活用の推進に向け、適切なガバナンス確

保にも取り組みます。

今後も、グループCROとして、堅牢かつ先進的なリス

ク管理態勢の整備に努めるとともに、役職員のリスクオー

ナーシップの向上を図り、SMBCグループの持続的な成長

を支えてまいります。

Message From

Chief Risk Officer
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SMBCグループのリスク管理体制
三井住友フィナンシャルグループ（持株会社）

グループ会社

リスク所管部

グループCROリスク管理委員会

ALM委員会

信用リスク委員会

グループCRO会議

グローバルCRO会議

グループ経営会議

リスク委員会 監査委員会

監査部

取締役会

リスク管理体制
リスク管理の重要性を踏まえ、経営陣がリスク管理プロ

セスに積極的に関与し、その有効性と適切性を検証・モニタ

リングする体制としています。具体的には、グループ全体の

リスク管理の基本方針およびリスクアペタイトをグループ

経営会議で決定し、取締役会の承認を得たうえで、これらを

踏まえたリスク管理の執行状況等についてグループCRO

が取締役会に報告しています。

リスクアペタイト・フレームワーク
SMBCグループでは、収益拡大のために取る、あるいは

許容するリスクの種類と量を明確にし、グループ全体のリス

クをコントロールする枠組として、「リスクアペタイト・フレー

ムワーク」を導入しており、業務戦略とともに経営管理の両

輪と位置付けています。業務戦略等の策定にあたっては、

経営上、特に重大なリスクを「トップリスク」として選定した

うえで、ストレステストを実施しています。

また、自然災害やサイバー攻撃等への備えとして、重要

な業務の継続や速やかな復旧を可能にする能力（オペレー

ショナル・レジリエンス）の強化等、レジリエントかつアジャ

イルなリスク管理態勢の構築に努めています。

リスクアペタイト・フレームワークの位置付け

経営管理の
両輪

業務戦略
リスクアペタイト・
フレームワーク

ストレステスト

リスクカルチャー
従業員がコンプライアンス・リスクの観点で適切に業務に

取り組む際の拠りどころとして、Five Valuesの価値観に

基づく「コンプライアンス及びリスクに関する行動原則」を

制定しています。

持続的な企業価値の向上を実現するためには、役職員

一人ひとりがリスクオーナーシップを持って判断し、それに

沿った行動を行うことが不可欠です。社内のサーベイを通

じて、従業員のコンプライアンス意識やリスク感覚の実態

を把握するとともに、経営陣から従業員へのメッセージ配信

や社内研修等を通じて、健全なリスクカルチャーの醸成に

取り組んでいます。

コンプライアンス及びリスクに関する行動原則​

MISSION

VISION

FIVE VALUES

コンプライアンス及びリスクに関する行動原則

すべての役職員がFive Values等の価値観をリスクテイクと
リスク管理の「両輪」を意識した具体的な行動に反映させるための方針

環境・リスク認識

トップリスク

リスク管理への取組
基本的な考え方
SMBCグループでは、コンプライアンス・リスク管理の強化を経営の最重要課題として位置付け、真に優良なグローバル企業集団の確立を目指し、その体制の不断の向上に努めています。
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CCOメッセージ

コンプライアンス体制については、P.76をご参照ください。

取締役 執行役副社長
グループＣＣＯ 

工藤 禎子 

昨今、お客さまや社会からの期待の一層の高まりや、

SMBCグループのビジネスの拡大と多様化、そして、グ

ローバルな市場環境や規制の複雑化を踏まえ、時代に応

じ、さらに先を見据えて、自律的・継続的に高度化を果たし

ていくコンプライアンス体制を構築することが、これまで以

上に強く求められています。

グループCCOとして、何より重視しているのは、SMBC

グループの共通の価値観であるFive Valuesの起点、

「Integrity」に根差したコンプライアンスカルチャーの浸

透です。

ガバナンスやコンプライアンスにおいて、プリンシプル・

ベースの規律の重要性が一層高まる中で、企業カルチャー

は、その実効性を支える基盤として、果たす役割がますます

大きくなっています。法令・ルールの遵守を大前提に、それら

が明文化されていない場面においても、役職員一人ひとり

が正しい行動を選択できる判断軸を持ち、「Integrity」を

体現することが、お客さまや社会からの信頼を支える根幹

であると考えています。

SMBCグループの新中期経営計画においては、コンプラ

イアンス部門として、SMBCグループにおけるビジネスの進

展を攻守両面で支えるとともに、グループの企業価値・ブラ

ンドを守り、向上させる基盤となることを目指しています。具

体的には、ビジネスの変化を見据えたプロアクティブな枠組

の構築、事業部門のリスクオーナーシップの発揮に向けた

支援に取り組み、新中期経営計画のビジョンである「世界を

つなぐ日本発のトラステッド・パートナー」の土台となる自律

的なコンプライアンス体制強化を着実に進めていきます。

今後も、グループCCOとして、SMBCグループ全体のコ

ンプライアンス体制の高度化に継続して取り組んでいき

ます。

Chief Compliance Officer
Message From
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コンプライアンス管理
グループ・グローバルベースでの業務の健全かつ適切な

運営を確保する観点から、コンプライアンスに関して、適切

な指示・指導、モニタリングを行える体制の整備に努めると

ともに、不正行為の防止、早期発見・是正のための予防策

を講じています。 グループCCOを委員長とするコンプライ

アンス委員会において、SMBCグループ内の各種業務に

関し、広く検討・審議しています。SMBCグループでは、コン

プライアンスを実現させるための具体的な実践計画を策

定し、各社ごとの体制整備を進めています。また、グループ

ベースでは、グループ各社よりコンプライアンスにかかる協

議・報告を受け、グローバルベースでは海外拠点のコンプラ

イアンス体制の管理を一元的に行い、助言・指導等を行うこ

とで、グループ・グローバル全体でのコンプライアンス確保

に努めています。

健全なリスクテイクと
適切なリスク管理の実現に向けて
企業が社会と共生し、持続的に発展していくためには、

健全なリスクテイク（業務推進）と同時に、コンプライアン

スの確保を含めた適切なリスク管理が不可欠です。SMBC

グループでは、リスクテイクとリスク管理の両輪を意識した

具体的な行動に移すため、「コンプライアンス及びリスクに

関する行動原則」を定めており、社員一人ひとりによる本

行動原則の実践を通じて、持続的な事業成長および企業価

値・社会的価値の向上につなげていきます。

アンチ・マネー・ローンダリング（AML）・
テロ資金供与防止（CFT）・経済制裁への取組
マネー・ローンダリング、テロ資金供与の防止・各国の経済

制裁関連規制の遵守を経営上の重要課題と認識し、SMBC

三井住友フィナンシャルグループ（持株会社）

グループ経営会議

グループ会社

取締役会 監査委員会

コンプライアンス統括部

SMBCグループのコンプライアンス体制

監査部

グループCCO

コンプライアンス委員会

AML金融犯罪対策部

グループおよびその役職員等が、マネー・ローンダリング等

に関与、巻き込まれることを防止するとともに、各国の経済

制裁関連規制に適切に対応するよう努めます。このため、国

際連合やFATF*1等の国際機関、本邦法令、OFAC*2規制を

含む各要請等に基づき、マネー・ローンダリング等の防止に

向け、グループ各社で体制を整備しています。
*1 Financial Action Task Force（金融活動作業部会） 
*2 Office of Foreign Assets Control（米国財務省外国資産管理室）

反社会的勢力との関係遮断
「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、グループ一

体で反社会的勢力との関係遮断体制を整備しています。具

体的には、反社会的勢力との取引の未然防止に努めるほ

か、取引約款等に暴力団排除条項を導入し、取引開始後に

相手方が反社会的勢力であると判明した場合には、外部専

門機関と連携し、適切に対応しています。

コンプライアンス体制の詳細は、当社Webサイトをご参照ください。
https://www.smfg.co.jp/company/organization/compliance.html

コンプライアンス体制
基本的な考え方
複合金融グループとしての公共的使命と社会的責任を果たすべく、コンプライアンス・リスク管理の強化を経営の最重要課題のひとつとして位置付けています。
真に優良なグローバル企業集団の確立を目指し、より一層その徹底に努めていきます。
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推進体制
当社では、「CX向上部会」および「CX向上会議」を設置

し、「お客さま本位の業務運営」に関する取組と管理体制

強化およびグループの連携を推進しています。

「CX向上部会」では、外部有識者をアドバイザーとして

招聘し、お客さま本位の一層の浸透に向けた意見交換を

行っています。また、経営会議役員をメンバーとする「CX向

上会議」では、「CX向上部会」からの報告を受け、諸施策

の協議等を行っています。

商品・サービス品質向上のための取組
お客さま本位の考え方に則った商品・サービスの提供に

向け、企画・開発段階で想定されるリスクに対する十分なア

セスメントおよび対策が取れているか、お客さまのニーズ

があるかを常に確認しています。また、既存のサービスにお

いても、定期的に品質のレビューを行うとともに、外部有識

者と関連部長で構成するCX向上部会において、グループ

各社の取組について検証とディスカッションを行い、商品・

サービスの品質向上に努めています。

お客さま本位
基本的な考え方
｢お客さまに、より一層価値あるサービスを提供し、お客さまと共に発展する」ことを、経営理念のひとつに掲げ、グループ会社が連携を図りながら、
CX（Customer Experience : 顧客体験）・品質の向上に取り組んでいます。

「ISO10002自己適合宣言」実施について

�お客さまの声を経営に活かす業務プロセスに関し、三井住友銀行、SMBC日興証券および
SMBCコンシューマーファイナンスでは、国際標準規格「ISO 10002/JIS Q 10002」へ
の自己適合宣言を実施しています。

CX向上部会

CX向上会議
報告指示

三井住友フィナンシャルグループ（持株会社）

お客さま

グループ会社
報告・共有検証

収集

フィードバック

分析

改善活動

お客さまの声の経営への活用

お客さま本位の業務運営
金融庁が公表した「顧客本位の業務運営に関する原則」

を踏まえ、SMBCグループの「お客さま本位の業務運営に

関する基本方針*」や、リテール事業部門における具体的な

取組方針等を制定しています。

2025年度の取組
国内はもちろん、マルチフランチャイズ戦略での出

資先を含む海外拠点においても「お客さま本位」のさ

らなる浸透を図ることに注力しています。2025年度か

らは、本店担当者が実際に現地を往訪して行うディス

カッションを開始しており、お客さま本位の応対やお客

さまの声を基にした商品・サービスの改善がグローバル

ベースで実践されるよう各地での取組を推進中です。

* �基本方針の対象となるグループ会社：� 	
三井住友銀行、SMBC信託銀行、SMBC日興証券、三井住友DSアセットマネジメント

SMBCグループの「お客さま本位の業務運営に関する基本方針」
「リテール事業部門における具体的な取組方針」の詳細は、
当社Webサイトをご参照ください。
https://www.smfg.co.jp/customer/
https://www.smfg.co.jp/customer/pdf/torikumi.pdf
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レガシーシステム刷新

2028年度

50%
2025年度

8%

クラウド化比率

内製対応高度化・開発加速

2028年度

1,000人
2025年度
300人

AI・クラウド人材

システムの安定稼働を支える
レジリエンス強化における不断の取組 
　安定的なシステム運営を維持しつつ、AI活用やクラウド

シフト等の次世代ITインフラへの移行に伴うリスクを低減

すべく、さらなるシステム障害対策の高度化を推進してい

きます。具体的には、クラウドも含めたシステム全体の稼働

状況を可視化し、システム障害発生状況を即時に把握する

体制を整備することに加えて、クラウドにおけるマルチリー

ジョナルバックアップ機能を活用した環境の整備を進めて

いきます。また、万が一の被災時に備え、重要システムの災

害対策環境の強化にも継続して取り組んでいきます。併せ

て、システム開発・運用プロセスの自動化に加え、AI等を活

用して、システム障害が発生する予兆を早期に検知する仕

組を整備することで、障害発生時の原因調査・復旧時間の

短縮化を図るとともに業務・システム双方のコンティンジェ

ンシープランの強化を通じた早期復旧力の継続的な高度

化に努めていきます。 

ITガバナンス
基本的な考え方
ITを経営の柱に据えて、事業戦略の推進と経営基盤の高度化を両輪で牽引すべく、IT案件企画・システム開発体制の強化、徹底的な開発効率化・生産性向上およびクラウドシフトを含む最適
なシステムアーキテクチャへの抜本的な変革を力強く進めていきます。これらの大前提となるシステム安定運営のさらなる強化に向け、システム障害発生の未然防止、障害発生時の早期復
旧力強化等に不断に取り組み、グローバル水準のガバナンス体制を確立していきます。

2025年度の取組
システム障害対応力強化のため、重要システムを中

心に業務・システム双方のコンティンジェンシープラン

を高度化するとともに、全社的なシステム障害対策訓

練等に取り組みました。また、地政学リスク等の国内外

の環境変化に伴う新たなリスクへの対応を着実に進め

るとともに、デジタルビジネス拡大を支えるためのシス

テムリスク管理体制の高度化に取り組みました。

抜本的なITトランスフォーメーションを支える
ガバナンス体制の高度化 
　迅速なクラウドシフトやAI活用、データ利活用の推進を支

えるため、ITインフラ整備を急速に進めていきます。具体的

には、セキュアなマルチクラウド環境の構築および、グロー

バルでのデータ利活用の前提となるデータ活用基盤の構築

を進めるとともに、API環境の整備も加速していきます。ま

た、事業部門における開発体制の整備に向け、システム開

発において遵守すべきルール拡充やガイドライン整備、開

発支援体制の強化を進めるとともに、オンプレミス・クラウド

双方に対応したシステムリスク管理体制へと移行していき

ます。 併せて、従来の国内基準を用いたグローバルへの一

元適用運営から脱却し、グローバル共通のベースラインと

各地域特性に応じた基準の双方を踏まえたガバナンス態勢

へと高度化していきます。

　今後も、変化の激しい社会環境、ビジネス環境に迅速か

つ適切に対応しITトランスフォーメーションを推進すべく、

AIや量子技術等の先端技術の動向等も踏まえたガバナン

ス体制の機動的な見直しを通じて、グローバルトップティア

水準のシステムリスク管理体制を構築していきます。
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SMBCグループのサイバーセキュリティ管理体制
三井住友フィナンシャルグループ（持株会社）

グループ経営会議

グループ会社

取締役会 監査委員会リスク委員会

サイバーセキュリティ統括部

グループCISO

地域CISO

グループCROグループCIO

グループ副CISO

サイバーセキュリティ管理体制
サイバーセキュリティリスクを、経営上のトップリスクのひ

とつとして掲げ、「サイバーセキュリティ経営宣言」の下、経

営主導の取組を継続的に推進しています。サイバーセキュ

リティリスクは、全社的なリスク管理の枠組の中で管理して

おり、専任部署であるサイバーセキュリティ統括部が中心と

なって、外部環境や経営戦略等を踏まえながら、基本方針

を策定しています。

グループ経営会議でも定期的に議論しているほか、取締

役会やリスク委員会、監査委員会等の内部委員会におい

ても議論を行うことで監督を実施しています。

実効性のあるサイバーセキュリティ対策を推進する役割

の明確化のため、当社では、グループCIO・CROの下に、グ

ループCISOを設置しています。グループCISOは、サイバー

セキュリティ統括責任者として専門的な見地から、グループ

およびグローバルでの体制整備や各所の施策推進における

監督・指導を担っています。さらに、グループCISOの下には、

地域CISOおよびグループ副CISOを設置しており、グループ

CISOのリーダーシップの下、850名以上*1の専門スタッフに

よるサイバーセキュリティ管理体制を確立しています。
*1 2026年3月末時点

サイバーセキュリティ 
基本的な考え方
デジタル化が加速し、金融サービスを取り巻く環境が変化する中、サイバー脅威はますます深刻化しています。
SMBCグループではお客さまへのより安全・安心なサービスの提供と、サイバー脅威に強い社会の実現を目指して、サイバーセキュリティのさらなる強化を推進していきます。

サイバーインシデント発生に備えた体制
万が一のサイバーインシデント発生に備え、CSIRT*2を

設置しています。CSIRTは、攻撃者の手口や脆弱性情報

等をグループ内外から積極的に収集し、各国当局や米国の

FS-ISAC*3、日本の金融ISAC等の外部機関とも連携して

2025年度の取組
グループ共通の管理基準を整備し、全社的なガバナ

ンス強化を推進しました。脅威の動向に応じ、外部から

の攻撃への防御に加え、内部に脅威が存在する前提の

防御も強化し、新技術の利活用とセキュリティの両立

に取り組みました。
*2 Computer Security Incident Response Team
*3 Financial Services - Information Sharing and Analysis Center
*4 Security Operation Center

サイバーセキュリティの詳細は、当社Webサイトをご参照ください。
https://www.smfg.co.jp/company/organization/cybersecurity.html

います。また、セキュリティ監視および分析を行う専門組織

であるSOC*4を設置しており、24時間365日の監視体制

を確立しています。さらに、欧米やアジア地域に設置した

SOCとも密に連携することで、グループ・グローバルベース

でセキュリティ監視をより一層強化します。

新たな脅威に備えて
高性能AIを脅威と捉え、急激な状況変化に即応するため

の専門チームを立ち上げました。綿密な情報収集や実態把

握のうえで課題を見極め、必要な対策を迅速に実施してい

きます。
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CAEメッセージ

執行役専務
グループCAE

𠮷川 晴之

SMBCグループを取り巻く国内外の環境は、地政学的

緊張の継続やAI等の急速な技術革新等を背景に、複雑性

と不確実性が一層増しています。また、SMBCグループ

は、Olive・Trunkの推進やグローバルCIB・S＆Tの強化

等、新しいビジネスモデルの構築や、グループ内外・地域横

断のビジネス拡大を進めています。新中期経営計画では、

こうした成長戦略の遂行と、それを支えるためのグローバ

ルトップティアの金融グループとしてふさわしい経営基盤

の確立を、重要な経営課題のひとつに位置付けています。

このような状況の下、内部監査部門に求められる役割

についても、不断の見直しとさらなる深化が不可欠です。

内部監査部門は、「高品質の監査活動を通じて、SMBCグ

ループの持続的な企業価値向上に貢献する」というミッショ

ンの下、経営陣や他部門から独立した立場で、客観的なア

シュアランス*と先見的な洞察・助言を提供する「Trusted 

Advisor（信頼されるアドバイザー）」を目指してまいりま

す。その実現に向け、内部監査部門は、監査対象部署との

対話と情報連携を一段と深めるとともに、AI・データ分析等

を活用することで、リスクの変化の兆しを的確に捉え、経営

陣や実務担当部署が次の一手を打つための先見的な洞察

を提供する監査活動を展開してまいります。また、グローバ

ルベースでベストプラクティスを共有し、監査品質を高めな

がら、高度な専門性を有する多様な人材の確保・育成にも

積極的に取り組みます。

これらの取組を着実に積み重ねることで、内部監査部

門が、ステークホルダーから真に信頼される存在となり、グ

ローバル水準の経営基盤の確立と持続的な企業価値向上

に貢献できるよう、グループCAEとして全力で取り組んで

まいります。

Chief Audit Executive

* 監査対象部署の業務やプロセスに対する、独立した立場からの客観的評価

Message From
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内部監査
基本的な考え方
SMBCグループの持続的な企業価値向上に貢献するため、SMBCグループの内部監査部門（第3線）は、リスクオーナーである本社部門と事業部門（第1線）、
コンプライアンスやリスク管理等の観点で第1線に対する支援と牽制を行う部署（第2線）から独立した立場で、内部統制の有効性等を検証しています。

内部監査の目的
SMBCグループの内部監査の目的は、第1線、第2線から

独立した立場で、経営陣や取締役会等に対して、客観的な

アシュアランスと先見的な洞察・助言を提供することにより、

SMBCグループの企業価値を高め、保全することです。

内部監査体制
SMBCグループの内部監査部門は、第1線、第2線から

独立して設置されています。グループ全体の監査活動は、

グループCAEが統括しています。

当社の監査部は、取締役会や監査委員会が承認した「グ

ループ内部監査規程」や「監査基本方針・基本計画」等に

基づき、当社およびグループ会社に対する内部監査を実施

するとともに、グループ各社による内部監査実施状況を継

続的にモニタリングすること等を通じ、内部管理体制の適

三井住友フィナンシャルグループ（持株会社）

グループ経営会議

グループ会社

取締役会 監査委員会*

監査部

内部監査体制

グループCAE

* グループCAEの人事異動に関する同意権を有する

切性・有効性を検証しています。主な監査結果については、

取締役会や監査委員会に加え、グループ経営会議に定期

的に報告しています。

基本方針
SMBCグループでは、「One Team, New Audit」とい

うスローガンの下、グループの成長を支えるため、機動的か

つ先進的な監査を実践し、グローバル水準の経営基盤の確

立に貢献することを新中期経営計画における基本方針とし

ています。SMBCグループの戦略に整合したリスクベース

の監査の実践と、AI・データ分析等の活用を通じて、発見事

項の真因分析や総括を行い、客観的なアシュアランスと先

見的な洞察・助言を提供していきます。

スローガン「One Team, New Audit」の下、
海外の監査人を招聘したグローバル会議を実施
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陣、取締役会に対して付加価値のある情報を提供します。

また、監査業務の効率化、監査品質の向上の実現に向

け、AI・データ分析等の活用を、グローバルベースで一層推

進します。監査計画書・報告書の作成や、監査対象部署から

受領した業務文書の分析等にAIを活用することで、検証業

務を効率化し、監査人がより付加価値の高い業務に注力で

きるようにしていきます。

Better Audit Framework
（より良い監査体制）
SMBCグループでは、内部監査に関する国際団体である

内部監査人協会（IIA）の基準に準拠するだけでなく、国内

外の金融機関における先進的取組事例を積極的に取り入

れ、監査手続やシステムの標準化、監査品質評価の高度化

等に取り組んでいます。

また、グローバルに共通する課題に対応するため、グ

ループ横断の専門チームを内部監査部門に設置し、日々拡

大するビジネスやそこから発生するリスク・課題に関する情

報を随時共有することで、内部監査部門全体の一層の品質

向上を図っています。

これらの取組を通じて、SMBCグループ全体で一貫して

高品質な監査を実践できるよう、グローバルベースで監査

体制の高度化を進めています。

Growth of Auditors（監査人の成長）
SMBCグループでは、ビジネスの多様化・複雑化に対応

するため、監査人の専門性向上に取り組んでいます。具

体的には、監査対象となる各事業領域に対する深い業務

理解と専門的知見に加え、コミュニケーション力や課題解

決力等の関連スキルの向上を図るため、研修の拡充に注

力しています。また、公認内部監査人（CIA）、公認情報シ

ステム監査人（CISA）等の国際資格の取得を積極的に推

進しています。さらに、監査知見や専門性を有する人材の

キャリア採用、SMBCグループ内でのグローバルな人材交

流等を通じて、監査人のスキル向上と専門人材の確保を進

めています。

Agent of Change
（変革に貢献する専門家集団）
第1線・第2線とともに、より実効性の高い3線構造の確立

に向けた取組を進めています。具体的には、監査対象部署

が自己認識している課題や改善策を内部監査部門へ申告

する制度（MSII：Management Self-Identified Issues）

を、グローバルベースで各拠点へ展開しています。

また、第1線・第2線とリスク認識を共有する枠組の構築

や、複数の監査指摘や課題に通底する真因の分析手法の

整備にも注力しています。これらの取組を通じて、第1線・第

2線への適時適切な提言に加え、経営陣や取締役会に対す

る先見的な洞察・助言の提供につなげています。

Forward Looking Audit（未来志向の監査）
日頃から監査対象部署の業務内容を深く理解し、リスク

事象を適時適切に把握するため、オフサイト・モニタリング

（リスク情報の収集やヒアリング等）を積極的に実施し、監

査活動等に活用しています。AI・データ分析等も活用しなが

ら収集したリスク情報については、足元の状況分析に加え、

将来のリスクの変化の予測にも活用し、第1線・第2線、経営

Trusted Advisor（信頼されるアドバイザー）を目指して
第1線・第2線、経営陣、取締役会および規制当局その他の各ステークホルダーにとって信頼されるアドバイザーを目指し、
次の4つのテーマに沿って監査活動や監査基盤の高度化に向けた施策を推進しています。

内部監査
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SMBCグループ・グローバル・アドバイザー SMBCグループ・テクノロジー・アドバイザー
　SMBCグループは、グループ経営会議の諮問機関として、政治・経済ならびにグローバルビジネ

スに精通した有識者を「SMBCグループ・グローバル・アドバイザー」として選任し、グローバルな

潮流の変化、各地域の政治・経済情勢、金融ビジネス動向等に関する情報交換を行い、グローバル

企業経営の観点から助言・提言を受けています。2025年度は、「SMBCグループの次期中期経営

計画に向けたビジネスの示唆」というテーマの下、昨今のグローバル環境の変化を踏まえ、当社の

中長期的なビジネス機会および今後の成長戦略の方向性について議論を行いました。

　ITに関する取組の高度化を目的とした諮問機関として、「SMBCグループ・テクノロジー・ア

ドバイザリー会議」を定期的に開催しています。

　情報システム関連各社のCTOクラスを「SMBCグループ・テクノロジー・アドバイザー」とし

て選任し、ITに関する今後の技術展望やSMBCグループの取り組むべき方向性について、助

言・提言を受けています。2025年度は、「次世代AI」というテーマの下、昨今の社会動向を踏

まえたテクノロジーの現状と今後の展望について、議論を行いました。

日本電気株式会社
執行役Corporate EVP 兼 
CAIO 兼 AIテクノロジーサービス
事業部門長

山田 昭雄
日本アイ・ビー・エム株式会社
執行役員 研究開発担当 兼 
東京基礎研究所所長

福田 剛志

富⼠通株式会社
執⾏役員常務
富士通研究所長

岡本 青史
日本マイクロソフト株式会社
業務執行役員
ナショナルテクノロジーオフィサー

田丸 健三郎

株式会社⽇⽴製作所
執行役常務CTO 
兼 研究開発グループ長

鮫嶋 茂稔
2017年–2018年
ダウ・デュポン会長
2004年–2017年
ザ・ダウ・ケミカル・カンパニー会長
兼 最高経営責任者

Andrew N. Liveris

2018年–2024年
国連グローバル・コンパクト副議長
2009年–2019年
ユニリーバ最高経営責任者

Paul Polman

2010年–2016年
フィリピン共和国財務大臣
2004年–2005年
フィリピン共和国貿易産業大臣

Cesar V. Purisima

2017年–2021年
米連邦準備制度理事会副議長
2006年–2013年
カーライルグループパートナー

Randal Quarles

2017年–現在
香港行政会議メンバー
1993年–2009年
香港金融管理局総裁

Joseph Yam

外部アドバイザー
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事業部門

リテール ホールセール グローバル 市場

銀行
三井住友銀行 ● ● ● ●

SMBC信託銀行 ● ● ●

リース 三井住友
ファイナンス&リース ● ●

証券 SMBC日興証券 ● ● ● ●

カード・コンシューマー
ファイナンス

三井住友カード ● ● ●

SMBC
コンシューマーファイナンス ● ●

その他
日本総合研究所

三井住友
DSアセットマネジメント

本社部門（CxO制）

CFO
Chief Financial Officer

財務

CSO
Chief  Strategy Officer
戦略立案

CRO
Chief Risk Officer
リスク管理

CCO
Chief Compliance Officer
コンプライアンス

CHRO
Chief Human Resources Officer

人事

CIO
Chief Information Officer

情報

CISO
Chief Information Security Officer
サイバーセキュリティ

CDAO
Chief Data and Analytics Officer
データマネジメント

CDIO
Chief Digital Innovation Officer
デジタル戦略

CSuO
Chief Sustainability Officer
サステナビリティ

CAE
Chief Audit Executive

監査

グループ体制
SMBCグループは、銀行、リース、証券、クレジットカード、コンシューマーファイナンス等、幅広い事業を展開する複合金融グループです。
持株会社である三井住友フィナンシャルグループでは4つの事業部門を設置し、グループ横断的な事業戦略をお客さまのセグメントごとに企画・実行しています。
また、本社部門ではCxO制により、各企画・管理業務の統括者を明確化し、グループ全体で経営資源の共有化・全体最適な資源投入を実現しています。
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CSuOメッセージ

SMBCグループは、前中期経営計画において「社会的価

値の創造」を経営の柱のひとつに据え、経済成長とともに

社会課題が解決に向かい、人々が幸福を感じられる「幸せ

な成長」の実現に貢献することを目指して、グローバルにさ

まざまな取組を展開してきました。

この3年間で、社員の認知・共感・行動は着実に広が

り、社外の皆さまからご注目いただく取組も生まれまし

た。「シャカカチ」を合言葉に、日本のみならず世界各地

の社員一人ひとりの意識や行動に社会的価値の創造が

根付き始めていることを、私は確かな手応えとして感じ

ています。

世界に目を向けると、国際秩序の揺らぎやデカップリング

の進展により、サステナビリティに対する社会の見方や企

業の足並みは必ずしも一致しているとはいえません。その

一方で、気候変動や貧困・格差といった社会課題は、むしろ

拡大・深刻化の一途をたどっています。

まさに今、社会的価値創造へのコミットメントが改めて問

われています。こうした環境において、私たちSMBCグルー

プは、日本をリードするグローバル金融機関として、世界を

取り巻くさまざまな課題に真摯に向き合い、より良い社会の

実現に向けたインパクトの創出を通じて、中長期的な企業

価値の向上や多様なステークホルダーからの期待に応えて

いきたいと考えています。

新中期経営計画において社会的価値創造に向けた取組

のさらなる高度化を図っていくにあたり、フロントランナー

として、人々の幸せがあふれる社会の実現へ貢献し、その

社会を次世代へ受け渡していくことへの決意を示すべく、

「SMBCグループ社会的価値創造宣言」を制定しました。

併せて、マテリアリティを「緑の地球」「輝く人々」「幸せな

成長」の3つへと改定しました。今後も、SMBCグループの

強みやエッジを活かした取組を一段と強化していきます。

「緑の地球」では、気候変動・自然資本・循環経済（サー

キュラーエコノミー）への統合的な対応を通じて、緑豊かな

地球を未来へつないでいきます。「輝く人々」では、貧困・格

差の連鎖を断ち切り、教育や挑戦の機会、人権尊重を通じ

て、誰もが希望を持って挑戦できる社会を目指します。そし

て「幸せな成長」では、新たな産業の創出、既存産業の構

造転換、社会インフラやデジタル基盤の構築を通じて、心

豊かな成長を日本から世界へ広げていきます。

さらに、各マテリアリティにおいてSMBCグループが創出

するインパクトを明確化し、3年間で目指すゴールとその進

捗を示すインパクトベースの目標の設定・開示にも挑戦して

いきます。

社会課題の解決は私たちだけで実現できるものではあり

ません。個人、企業、大学、行政等の多様な主体が垣根を越

えて連携し、ともに取り組んでいくことが必要です。SMBC

グループは、世界中の多様な地域・産業のお客さまとつなが

る結節点として、社会課題に取り組むお客さまや事業を支

援していきます。

そして、「社会的価値創造のフロントランナー」として金融

の力で世界をつなぎ、課題解決をリードすることで、お客さま

とともに社会的価値を創造する好循環を加速させ、人々の

幸せがあふれる社会を次世代に受け渡していきます。

執行役員
グループCSuO

髙梨 雅之 

Chief Sustainability Officer
Message From
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マテリアリティ
下段 ： 目指すゴール

注力領域
インパクト指標

取組の方向性
新中計の目標 指標の考え方

緑の地球
Green Planet

緑豊かな地球を
私たちの子孫へ

気候変動

CO₂削減への貢献
1.5倍（前中計比）

	 ●●� �SMBCグループが支援するトランジションや	
新エネルギー・新技術等の案件によるCO₂削減

●●	�気候変動・自然資本・サーキュラーエコノミーへの
  統合的アプローチ
●●	�実体経済の脱炭素化に向けたトランジション支援

自然資本

循環経済

輝く人々
Thriving People

誰もが希望を持って
挑戦できる社会へ

貧困・格差

未来への挑戦創出
1,000万人（2023年度からの累計）

	 ●●� �金融経済教育によるリテラシー向上や	
アジアにおけるマイクロファイナンス等を	
通じた支援提供者数

●●	�貧困・格差の連鎖断絶に向けた機会提供・自立支援
●●	�次世代を担う若者に対する教育・挑戦の機会提供
●●	�サプライチェーン全体での人権尊重体制の構築・高度化

教育

人権

幸せな成長
Fulfilled Growth

心豊かな成長を
日本から世界へ

産業活性化

幸せな成長
の実現

重点産業の成長度
+10%以上（2026～2028年度）

●●� �日本における半導体製造や宇宙開発等の	
成長産業・新産業のお客さまの売上高増加率

●●	�新たな産業の創出と既存産業の構造転換
●●	�金融／非金融両面から人々の暮らしの不安解消
●●	�経済成長と人々の暮らしを支えるデジタルインフラの構築

少子高齢化
将来マネーの安心度
7%以上（2028年度）

●●� �国内の20～30代への資産形成に資する	
運用商品の提供割合

デジタル
キャッシュレス牽引度
25%以上（2028年度）

●●� �国内の決済のうち、三井住友カードのサービスを
利用した決済の比率

マテリアリティ・インパクト指標
人々の幸せがあふれる社会の実現 ― 私たちはグループの全事業を通じて、社会課題の解決とその先の未来を見据え、社会的価値の創造に真摯に取り組みます。
この強い意思を、「緑の地球」「輝く人々」「幸せな成長」の3つの新たなマテリアリティに込めました。
一般的にマテリアリティは、企業が解決すべき課題として設定されることが多いですが、私たちは、金融の力とともに社会的価値創造のフロントランナーを目指す者として、
課題解決のその先にある、目指す社会の姿をマテリアリティとして描くことで、社員一人ひとりの、より主体的で前向きな実践につなげていきます。
新たに設定したインパクトベースの定量目標とともに、SMBCグループで一丸となって取り組んでいきます。
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緑の地球 ー 緑豊かな地球を私たちの子孫へ ー

気候変動への対応

気候変動対策をめぐる各国・地域のスタンスはさまざまで

すが、重要な社会課題であることに変わりはありません。

適切なリスクテイク・管理、丁寧な対話等を通じて、実体

経済の脱炭素化に最大限貢献していきます。

● 実体経済の脱炭素化
2050年までに投融資ポートフォリオ全体でのネットゼロ

を目指します。特に、脱炭素化の代替手段が限られる高排

出セクターには、「Transition Finance Playbook」を活

用し、丁寧なエンゲージメントを通

じてファイナンス実績を積み上げ

ています。

また 、水 素・アンモニア・

CCUS*1等の新エネルギー・新技

術の開発と社会実装の加速に向

け、リスクマネーを供給していき

ます。

● 気候関連リスクの適切な管理
​気候変動をトップリスクと位置付け、ポリシー、ポートフォ

リオ、個社・案件の各観点から、包括的なリスク管理の枠組

を構築しています。特にGHG*2排出の多いセクターについ

ては、中期削減目標を設定し、管理を強化しています。

また、環境・社会面のデューデリジェンスを行い、与信判

断の高度化やお客さまとのエンゲージメントに活用してい

ます。

自然資本の保全・回復

ネイチャーポジティブの実現に向け、お客さまの取組支

援に加え、SMBCグループ自身の環境保全の取組も進め

ています。たとえば、「SMBCの森」では、森林の保全・再

生、温暖化防止、生物多様性の維持等に貢献しています。

また、東京大学と設立した「森林GXコンソーシアム」では、

環境再生型の社会経済モデルの確立に向け、共同研究と

社会実装に取り組んでいます。　

*2	Greenhouse Gas（温室効果ガス）

サーキュラーエコノミーの実現

地球の限られた資源を持続的に利用すべく、「循環経

済」の拡大を金融を通じて後押ししています。

EVバッテリー、プラスチック、繊維を重点分野に、資金支

援やリース等による利用・回収・再利用支援、共創支援を組

み合わせ、 グループ一体で循環モデルの社会実装・普及を

推進しています。

みんなで減
ゲ ン コ ツ

CO₂プロジェクト
生活者一人ひとりが「脱炭素」を身近な行動とし

て実践できるよう、自治体、小売、メーカーと連携し、

小学生向けの教育活動や各種イベント、環境負荷の

低い商品の販促等に取り組んでいます。本プロジェク

トを通じて、学び、

取り組み、協力す

る「減CO2サポー

ター」の輪が広がっ

ています。

*1	Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage
	 （二酸化炭素の回収・有効利用・貯留）

「気候変動への対応」「自然資本の保全・回復」「サーキュラーエコノミーの実現」にグループ一体となって取り組み、
緑の地球を私たちの子孫へ引き継いでいきます。
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輝く人々 ー 誰もが希望を持って挑戦できる社会へ ー

貧困・格差の解消

金融・非金融の両面から国内外の貧困・格差の連鎖解消

に取り組みます。

● 新興国における金融包摂
アジア諸国ではマイクロファイナンスや社会的自立に向

けた職業訓練、起業支援等を行っています。

また、世界初のデジタル・インクルージョンボンドの発行を

通じて、新興国のデジタルインフラ整備を支援しています。

● 多様な体験で育むこどもの未来
公益社団法人チャンス・フォー・チルドレンと連携し、累

計1,500人超のこどもたちへ塾や習い事等で利用でき

る「SMBCグループ・スタディクーポン」を提供していま

す。また、銀行の遊休店舗に開設した「アトリエ・バンライ

-ITABASHI-」では、

さまざまな企業・団体

が教育プログラムを

実施し、累計1,300

人を超えるこどもた

ちが受講しました。

教育・挑戦の機会提供

幅広い世代への金融経済教育の提供に加え、学業と競

技に励む学生アスリートや、独創的な研究に挑む研究者へ

継続的な支援を行っています。

● 金融経済教育・社会体験提供
誰もが正しい金融知識を身に付け、安心して暮らせる社

会の実現へ、グループ各社の知見を活かした金融経済教育

を幅広い世代に向けて提供しています。

また、日本総合研究所の「子ども社会体験科 しくみ～

な®」では、動画やロールプレイを通じ、こどもたちがお金の

流れなど社会の仕組の基礎を体験的に学びます。

● 学生アスリート・研究者支援
「シャカカチ BOON BOON PROJECT」では、大学生

アスリートに対して、プロジェクト・パートナーや企業と連携

した活動支援を行い、社会での活躍に向けた成長をサポー

トしています。

「シャカカチ RISE PROJECT」では、研究者へ資金援

助および研究の事業化支援等を行い、社会課題解決やイノ

ベーション創出につなげます。

新秩父宮ラグビー場 
SMBC Olive SQUARE
SMBCグループは、2030年開業予定の新秩父宮

ラグビー場のトップパートナーに就任しました。施設

の副名称を「SMBC Olive SQUARE」とし、来場者

にはキャッシュレス化等を通じてSMBCグループの先

進性を体験していただくほか、スポーツ・エンタメにと

どまらず、各種実証実

験や異業種交流の場

としても活用し、新た

なビジネスの創出につ

なげていきます。

人権尊重体制の高度化

変化し続ける世界の状況を踏まえながら、企業活動と

人権への対応について、不断の見直しを行っています。

2025年度は、一般社団法人ビジネスと人権対話救済機構

（JaCER）の「対話救済プラットフォーム」による救済の枠

組をグループベースへ拡大しました。また、自社のみならず

外部業者取引における人権リスク対応も強化しています。 

人々の幸せがあふれる社会の実現に向け、 多様な取組で人々の挑戦を後押しします。
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幸せな成長 ー 心豊かな成長を日本から世界へ ー

デジタルイノベーション

先進的なデジタル金融インフラが強固な経済成長基盤と

より便利な暮らしを創出します。

● 個人・法人向けデジタル金融インフラ
「Olive」は、個人のお客さまに、口座・決済・金融機能をワ

ンプラットフォームで提供し、金融取引をより身近なものへ

と変革しています。

「Trunk」は、中小企業や新設法人のお客さま向けのデ

ジタル総合金融サービスで、スピードや利便性、経理業務

の効率化等の面で、デジタルならではの先進性を提供して

います。

● 移動を支えるタッチ決済乗車サービス
三井住友カードが提供する「stera transit」は、クレジッ

トカード機能による公共交通機関での

タッチ乗車を実現するとともに、交通事

業者のコスト削減や利用データ分析に

も貢献しています。海外からの旅行者

の移動・観光拡大にも寄与し、地域経済

の活性化にもつながっています。

少子高齢化への対応

少子高齢化社会の中で生じる不安の解消を、金融・非金

融両面からサポートします。

● 金融面でのサポート
人生100年時代において、ライフステージに合わせた資

産形成・資産管理を、銀証信一体で支援します。特に、20～

30代の若年層に対しては、預金や積立商品の提供を通じ

た資産形成をサポートします。

また、相続時の手続負担を軽減すべく、業界横断での手

続一元化プラットフォーム「みらいたすく」の構築にも着手

しています。

● 非金融面でのサポート
お客さまとそのご家族の健康で生きがいのある毎日を支

援するため、ライフサポートサービスの提供にも注力してい

ます。「SMBCエルダープログラム」では、銀行サービスか

ら提携企業による各種暮らしのサービスまで、SMBCコン

シェルジュが寄り添いながら安心で豊かな生活の実現をお

手伝いします。

産業活性化への取組

新産業の創出や既存産業の構造転換を強力に後押しし

ます。

● 新産業創出支援​
2025年9月、三井住友銀行は米国で商業用核融合炉の

開発を進めるスタートアップへ出資しました。本分野のスター

トアップへの投資は、三井住友銀行として初となります。

出資先の持つ技術や知見を梃子に、本邦における核融

合発電の早期商用化・産業化を支援していきます。

● 既存産業の構造転換の後押し
日本の食料安全保障と食農産業の持続的成長に貢献す

るため、「次世代アグリビジネス協議会」を設立しました。

農業法人等の資金調達や経営人材確保、農地集積等の課

題解決を支援し、農業を成長産業へと変えていきます。

経済の発展とともに地球や社会の課題が解決する「幸せな成長」に向け、先進的かつ独創的なアプローチで挑み続けていきます。
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武田： 衛星ブロードバンド通信や防災・安全保障領域での活用等、
宇宙利用の需要が拡大する中、日本では宇宙空間への輸送

手段を海外に依存していることによる機会損失が課題となっ

ています。三井住友銀行は2025年7月、インターステラテク

ノロジズへ出資し、サプライチェーン構築支援で提携しまし

た。不確実性の高い領域でもリスクを取る意義を信じ、出資

に至りました。その根底には、宇宙産業の発展を支えるだけ

でなく、優れた技術を持ちながら後継者不足に直面する中小

企業を成長領域につなげたいという思いがありました。

佐藤： 将来の基幹産業として宇宙ビジネスを育成し、次の豊かな社
会を創造するため、SMBCグループは何をすべきかという問

題意識から検討を始めました。三井住友銀行として初の宇宙

関連スタートアップへの出資であり、既成概念の延長では整

理できない案件の意義やリスクについて、関連部署と議論を

重ね、社会的価値と潜在的リスクを多角的に分析しました。

新たな挑戦には新たなリスクは避けられません。新たな挑戦

に伴うリスクを見極めながら、「攻め」を支える「守り」の視点

を大切に、宇宙産業の育成を通じた社会的価値の創造に取

り組みます。

魏： 中国の農村部では、依然として農民や女性、小規模事業者
が正規の金融サービスを利用しにくいという課題がありま

す。この解決に強い使命感を持って取り組む現地企業と共

同し、「共同信託」の手法を用いて、同社が持つ農村部へ

のローン債権を裏付けとする金融商品を組成し、機関投資

家等から資金を調達する仕組を構築しました。

張： 新たな商品、かつ裏付け資産に多種多様なローンを含むた
め、リスク予測や管理が極めて複雑でした。さまざまな関係

者と連携し解決策を見出し、約6億元を農村部に届けまし

た。グループ全体のポートフォリオから見れば微々たるもの

ですが、中国農業セクターへの本格的な投資拡大への第

一歩となりました。

常： 金融の真価は、資金提供だけではなく、データや技術、そし
て信頼とリスク管理の知見を組み合わせ、お客さまの成長

につながるような仕組を構築し、社会的価値を向上させて

いくことにあると考えています。

三井住友銀行
スタートアップ推進部

グループ長

三井住友銀行
社会的価値創造推進部

ダイレクター

武田 悠紀

佐藤 裕人

宇宙を「社会インフラ」へ、
日本の宇宙産業のサプライチェーン構築

信用の壁に直面する中国農村部の人々に
公正な資金調達の機会を提供 

詳細はこちらをご覧ください。
https://www.smfg.co.jp/sustainability/social_value/interview/2508.html

詳細はこちらをご覧ください。
https://www.smfg.co.jp/sustainability/social_value/interview/2505.html

三井住友銀行（中国）有限公司
Investment Banking Dept.

魏 李文

三井住友銀行（中国）有限公司
Investment Banking Dept.

三井住友銀行（中国）有限公司
Investment Banking Dept.

常 彭斯琦
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連結業績サマリー� （億円）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度*１ 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

連結粗利益 29,207 29,811 28,462 27,686 28,062 29,455 31,702 37,388 41,267 48,447

	 資金利益 13,586 13,902 13,314 13,069 13,352 15,280 17,178 18,807 23,382 27,196

	 役務取引等利益＋信託報酬 10,171 10,705 10,646 10,881 10,989 12,055 12,257 14,902 15,689 18,323

	 特定取引利益＋その他業務利益 5,450 5,203 4,502 3,736 3,721 2,120 2,267 3,679 2,196 2,928

営業経費 18,124 18,162 17,151 17,396 17,471 18,211 19,492 22,506 24,020 26,515

	 経費率 62.1% 60.9% 60.3% 62.8% 62.3% 61.8% 61.5% 60.2% 58.2% 54.7%

持分法による投資損益 246 390 611 561 250 285 555 720 (55) 1,377

連結業務純益 11,329 12,038 11,923 10,850 10,840 11,529 12,764 15,602 17,193 23,309

与信関係費用 1,644 942 1,103 1,706 3,605 2,744 2,102 2,740 3,445 3,884

株式等損益 550 1,189 1,163 805 926 2,091 1,559 2,498 5,098 4,461

その他 (176) (645) (631) (628) (1,050) (469) (612) (699) (1,651) (852)

経常利益 10,059 11,641 11,353 9,321 7,110 10,406 11,609 14,661 17,195 23,034

特別損益 (266) (553) (117) (434) (388) (1,110) (625) (1,238) (195) (516)

法人税等 1,710 2,705 3,314 1,677 1,563 2,145 2,821 3,737 5,131 6,669

非支配株主に帰属する当期純利益 1,018 1,040 655 171 31 84 105 57 89 18

親会社株主に帰属する当期純利益 7,065 7,344 7,267 7,039 5,128 7,066 8,058 9,629 11,780 15,830

*1 2020年度より割賦販売取引の会計処理を変更。2019年度については遡及処理を実施

業績と財務状況
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連結貸借対照表サマリー
2016年度末 2017年度末 2018年度末 2019年度末*１ 2020年度末 2021年度末 2022年度末 2023年度末 2024年度末 2025年度末

資産の部合計 1,977,916 1,990,491 2,036,591 2,198,635 2,425,843 2,577,046 2,704,286 2,952,367 3,062,820 3,285,111

	 貸出金 802,373 729,459 779,792 825,176 851,327 908,341 984,041 1,070,139 1,111,362 1,176,292

	 有価証券 246,318 257,127 243,380 271,288 365,490 385,387 332,132 371,428 407,610 399,741

負債の部合計 1,865,573 1,874,362 1,922,075 2,090,786 2,306,853 2,455,073 2,576,375 2,804,367 2,914,405 3,125,780

	 預金 1,178,302 1,164,775 1,223,250 1,270,422 1,420,262 1,485,855 1,587,703 1,648,394 1,714,987 1,856,742

	 譲渡性預金 118,809 112,203 111,655 101,804 125,706 130,698 130,256 146,723 171,754 156,671

純資産の部合計 112,343 116,129 114,516 107,849 118,990 121,973 127,911 148,000 148,415 159,331

	 株主資本 81,191 86,370 90,544 93,543 95,134 99,386 103,084 106,300 112,090 117,520

	 　利益剰余金 50,368 55,526 59,922 63,363 64,926 69,165 74,236 78,435 82,902 88,711

	 その他の包括利益累計額 16,125 17,534 17,139 13,657 23,131 21,596 23,721 40,301 34,944 40,334

	 非支配株主持分 14,993 12,196 6,785 629 708 976 1,095  1,389 1,373 1,471

財務指標等
総自己資本比率（国際統一基準） 16.93% 19.36% 20.76% 18.75% 18.61% 16.56% 15.98% 15.29% 15.18% 15.69%

Tier1比率（国際統一基準） 14.07% 16.69% 18.19% 16.63% 16.96% 15.46% 14.94% 14.33% 14.23% 14.49%

普通株式等Tier１比率（国際統一基準） 12.17% 14.50% 16.37% 15.55% 16.00% 14.45% 14.02% 12.91% 12.44% 12.41%

1株当たり配当金（円）*２ 50 57 60 63 63 70 80 90 122 157

配当性向 29.9% 32.7% 34.6% 37.0% 50.8% 40.7% 40.4% 37.1% 40.3% 38.0%

ROE（株主資本ベース） 9.1% 8.8% 8.2% 7.6% 5.4% 7.3% 8.0% 9.2% 10.8% 13.8%

ROE（東証基準ベース） 7.6% 7.3% 6.9% 6.6% 4.5% 5.9% 6.5% 7.0% 8.0% 10.4%

マーケットデータ
日経平均株価（円） 18,909 21,454 21,206 18,917 29,179 27,821 28,041 40,369 35,618 51,064 

為替レート（米ドル／円） 112.19 106.25 111.00 108.81 110.71 122.41 133.54 151.33 149.53 159.90

（億円）

*1 2020年度より割賦販売取引の会計処理を変更。2019年度については遡及処理を実施 
*2 2024年10月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を実施。過年度にその分割が行われていたと仮定して調整した金額

業績と財務状況
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2025年度 前年比

連結粗利益 48,447 +7,179

営業経費 26,515 +2,496

持分法による投資損益 1,377 +1,432

連結業務純益 23,309 +6,116

与信関係費用 3,884 +439

株式等損益 4,461 (638)

経常利益 23,034 +5,839

親会社株主純利益 15,830 +4,050

（億円）

SMBC日興証券*1 三井住友カード*2

業務粗利益 5,864 +510 8,844 +660

経費 4,707 +238 6,270 +581

業務純益 1,157 +272 2,629 +801

当期純利益 1,283 +550 1,057 +1,700

三井住友	
DSアセットマネジメント

三井住友	
ファイナンス&リース*3

業務粗利益 516 +78 4,112 +1,053

経費 354 +19 1,792 +389

業務純益 163 +60 2,409 +632

当期純利益 58 +21 1,201 (138)

50%50%

   三井住友フィナンシャルグループの出資比率

*1 SMBC日興アメリカおよびSMBC Capital Marketsの利益を含む内部管理ベース　
*2 SMBCコンシューマーファイナンスの計数を含む
*3 内部管理ベース

三井住友銀行 SMBC信託銀行

業務粗利益 26,779 +4,213 807 +85

経費 11,860 +1,139 457 +31

業務純益 14,919 +3,075 351 +55

当期純利益 14,117 +3,431 264 +41

主要グループ会社の業績 （左列：2025年度実績　右列：前年比）
� （億円）

連結粗利益は、貸出残高の増加や金利上昇の追い風を

受けた国内資金利益の増益に加え、活発なコーポレートア

クションの捕捉や資産運用・決済ファイナンスビジネスの好

調等に伴う手数料収入の増加等により、前年比7,179億円

増益の4兆8,447億円となりました。

営業経費は、インフレ影響や円安による為替影響に加

え、収益連動経費の増加等を要因に前年比2,496億円増

加の2兆6,515億円となりました。一方、コスト削減施策

等、適切な経費コントロールやトップラインの伸長により、

経費率は前年比3.5%低下し、大幅な改善となりました。 

持分法による投資損益は、2024年度に実施した

VPBank・FE Creditにおけるのれん減損処理が剥落した

ことを主因に、前年比1,432億円増益の1,377億円となり

ました。 

与信関係費用は、中東情勢の悪化に対するフォワード

ルッキング引当の計上に加え、OTO／SOFの不良債権の

一括処理を実施した結果、前年比439億円増加の3,884

億円となりました。

株式等損益は、Kotak株式の売却益を計上した一方、大

口含み益銘柄の政策保有株式の売却益剥落や東亜銀行株

式の売却に伴う損失を計上した影響で、前年比638億円減

益の4,461億円となりました。

その他、米州銀行子会社再編、睡眠預金の抜本引当

等で損失を計上しましたが、親会社株主純利益は前年比

4,050億円増益の1兆5,830億円となりました。

このように、良好な事業環境の下、国内を中心に本業の

好調が継続した結果、将来の収益力向上に向けた手当を実

施したうえで、連結粗利益・連結業務純益・親会社株主純利

益のいずれも過去最高益を３年連続で更新しました。

連結損益状況サマリー

業績と財務状況
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銀行法及び再生法に基づく債権・不良債権比率
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国内預貸金利回差の推移� （%）

2025年度 2024年度

1Q 2Q 3Q 4Q 年間 年間

貸出金利回　 1.26 1.30 1.34 1.47 1.34 1.02

預金等利回 0.18 0.19 0.19 0.26 0.20 0.06 

預貸金利回差 1.08 1.11 1.15 1.21 1.14 0.96

その他有価証券の評価損益� （億円）

残高 評価損益
2025年度末 前年度末比 2025年度末 前年度末比

国内株式 35,033 +4,581 24,972 +5,363

国内債券 75,567 (63,368) (2,712) (1,264)

その他 237,423 +9,042 9,943 +43

合計 348,023 (49,745) 32,202 +4,142

残高： 　連結　 三井住友銀行単体   
比率： 　連結 　三井住友銀行単体

銀行法及び再生法に基づく債権
銀行法及び再生法に基づく債権残高は、海外大口先の

劣化を主因に前年度末比4,676億円増加し、1兆3,493億

円となりました。また、不良債権比率も前年度末比0.30%

上昇し、0.97%となりました。

有価証券
その他有価証券の残高は、担保目的で保有していた短

期国債が減少したこと等により、期末残高は前年度末比4

兆9,745億円減少の34兆8,023億円となりました。評価

損益は、株価の上昇を主因に前年度末比4,142億円増加

の3兆2,202億円となりました。

 国内店　　 海外店および特別国際金融取引勘定

  個人（国内）　  法人（国内）　  その他預金末残

貸出金（三井住友銀行単体）
国内において、活発なコーポレートアクションに伴い、引

き続き資金需要が堅調に推移したことを主因に、貸出金末

残は前年度末比6.2兆円増加し、110.7兆円となりました。

預金（三井住友銀行単体）
国内において、マーケット全体の預金増加幅が逓減し

ていく環境の中、個人向けにはOliveを中心とした預金獲

得施策の推進、法人向けには的確な運用ニーズの捕捉や

柔軟な金利運営を実施することで、個人預金・法人預金と

もに残高が増加した結果、前年度末比11.6兆円増加の

171.3兆円となりました。

国内預貸金利回差（三井住友銀行単体）
貸出金利回から預金等利回を差し引いた、預貸金利回差

は、国内政策金利の上昇を主因に、前年比0.18%上昇の

1.14%となりました。

連結貸借対照表サマリー

業績と財務状況
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連結自己資本比率（国際統一基準）の状況� （億円）

2025年度末 2024年度末 前年度末比

普通株式等Tier1資本 125,440 115,851 +9,589

その他Tier1資本 21,119 16,737 +4,382

Tier1資本 146,559 132,588 +13,971

Tier2資本 12,101 8,853 +3,248

 総自己資本 158,659 141,441 +17,218

 リスクアセット 1,010,782 931,171 +79,611

 普通株式等Tier1比率 12.41% 12.44% (0.03%)

 Tier1比率 14.49% 14.23% +0.26%

 総自己資本比率 15.69% 15.18% +0.51%

レバレッジ比率
レバレッジ比率 5.00% 5.01% (0.01%)

外部TLAC比率
リスクアセットベース 23.86% 23.61% 0.25％

総エクスポージャーベース 9.51% 9.60% (0.09％)

総エクスポージャー
総エクスポージャー* 2,927,465 2,644,262 +283,203

*日本銀行に対する預け金を控除

自己資本額
普通株式等Tier1資本は、利益蓄積に加え、株価上昇に

より保有株式にかかるその他有価証券評価差額金が増加

したことを主因に、前年度末比9,589億円増加し、12兆

5,440億円となりました。Tier1資本、ならびに総自己資本

は、永久劣後債の発行等により前年度末から増加し、それ

ぞれ14兆6,559億円、15兆8,659億円となりました。

リスクアセット
国内の貸出金残高の増加や円安による為替影響により信

用リスクアセットが増加したことを主因に、リスクアセットは

前年度末比7兆9,611億円増加の101兆782億円となりま

した。

自己資本比率
左記の結果、最も重要な中核的自己資本の充実度を表

す普通株式等Tier1比率は12.41%、総自己資本比率は 

15.69%となり、いずれも十分な水準を維持しています。

レバレッジ比率
デリバティブ取引やレポ取引の残高増加等を主因に総エ

クスポージャーは増加しましたが、Tier1資本も増加してお

り、レバレッジ比率は5.00%と所要水準を満たしています。

外部TLAC比率
自己資本の充実に加えて、海外の社債市場での外部 

TLAC適格債務の調達を通じ、外部TLAC資本の充実に

努めています。外部TLAC比率はリスクアセットベースで 

23.86%、総エクスポージャーベースで9.51%と、ともに 

所要水準を満たしています。

自己資本の状況

業績と財務状況
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健康経営に取り組む優良な法人に認定
経済産業省・日本健康会議

LGBTQに関する取組が評価され、
最高位のゴールドを受賞
work with Pride

子育てサポート企業として
認定を受けた企業のうち、より高い
水準の取組を行っている企業に認定*1

厚生労働省

社員の健康増進を目的にスポーツの実施に向
けた積極的な取組を行っている企業に認定*3

スポーツ庁

共働き・共育て支援に優れた
上場企業として認定
経済産業省・東京証券取引所

働き方改革を通じて生産性を高め、
持続的に成⾧する先進企業に認定
日本経済新聞社

女性活躍推進に関する取組の
実施状況が優良な企業に認定*2

厚生労働省

*4 �The inclusion of Sumitomo Mitsui Financial Group, Inc in any MSCI Index, and the use 
of MSCI logos, trademarks, service marks or index names herein, do not constitute 
a sponsorship, endorsement or promotion of Sumitomo Mitsui Financial Group, Inc 
by MSCI or any of its affiliates. The MSCI Indexes are the exclusive property of MSCI. 
MSCI and the MSCI Index names and logos are trademarks or service marks of MSCI 
or its affiliates. 

*4

*4

*4

*1 主要グループ会社5社が取得
*2 主要グループ会社7社が取得（3段階：2社、2段階：5社）
*3 主要グループ会社4社が取得

ESGインデックスへの組入
SMBCグループは、世界の主要なESGインデックスの構成銘柄に多数組
み入れられています。（2026年6月末時点）

国内外のイニシアチブへの賛同
SMBCグループは、グローバル社会の一員として、金融機関の持つ社会的
影響力を踏まえ、以下のような国内外のイニシアチブ（企業活動の行動指
針 ・ 原則）に賛同しています。

外部評価

GPIF選定インデックス

サステナビリティ関連情報
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株主総会 1,246名参加*1

機関投資家・アナリスト向け説明会 15回開催

機関投資家・アナリストとの個別面談 702回実施

うち役員実施 146回実施

うち海外投資家 476回実施

うちSR面談 16回実施

証券会社主催カンファレンス 6回参加

個人投資家向け説明会 2回開催

対話実績（2025年度）

*2 初回基準日である2026年9月30日時点の株式数。2027年以降は2026年10月1日付で行う株式分割を反映

株式分割

保有株式数*2 継続保有期間 付与ポイント

100株～ 1年～ 5,000pt

1,000株～ 5年～ 30,000pt

Vポイントの付与 定期預金金利上乗せ

（税引後 ＋年0.79685％）

協賛イベント等へのご招待

株主優待の詳細は当社Webサイトをご覧ください

分割割合

1 対     2

株主優待

1 2

3

当社株式を長期にわたって保有することの魅力を高めるだけでなく、

SMBCグループが提供する総合金融サービスであるOliveをご利用い

ただくことを通じて、株主の皆さまに当社の事業をより身近に感じてい

ただくことを目指しています。

円定期預金 3ヵ月物

*1 インターネット同時中継の視聴者761人を含む

＋年1.0％

より多くの株主·投資家の皆さまにSMBCグループの長期的な成長戦略を評価していただき、当社株式を長期保有してい

ただけるような関係を構築していきたいという思いから、株式分割による投資単位の引き下げの実施とOliveユーザーであ

る株主さまへの優待の開始を決定しました。

皆さまにとって投資しやすい

環境を整備するため、2026年9

月30日を基準日として、同年10

月1日付で当社普通株式の投資

単位を引き下げます。

フェア·ディスクロージャーを前提に、投資家説明会や

個別面談等を通じて、経営戦略や財務状況等の的確な

開示に努めています。

機関投資家·アナリストとのエンゲージメントを通じて

得たフィードバックは積極的に経営戦略や情報開示に

反映し、日本証券アナリスト協会が主催する「証券アナ

リストによるディスクロージャー優良企業選定」におい

ては、2024年から２年連続、6度目の銀行部門第1位

を受賞しました。

 綿密なコミュニケーション  投資しやすく、持ち続けたくなる銘柄へ 

株主·投資家の皆さまとともに
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本資料には、当社グループの財政状態および経営成績に関する当社グループおよびグ
ループ各社経営陣の見解、判断または現在の予想に基づく、「将来の業績に関する記
述」、ならびに、環境、社会およびガバナンスにかかる当社グループのサステナビリティに
関連する活動に関する記述（「サステナビリティに関する記述」）が含まれております。 

多くの場合、これらの記述には、当社グループの将来に関する事項を表す「予想」、「予
測」、「期待」、「意図」、「計画」、「可能性」やこれらの類義語が含まれますが、この限り
ではありません。また、これらの記述は、将来の業績や結果を保証するものではなく、リス
クと不確実性を内包するものであり、実際の業績や結果は、本資料に含まれるもしくは、
含まれるとみなされる「将来の業績に関する記述」および「サステナビリティに関する記
述」で示されたものと異なる可能性があります。実際の業績や結果に影響を与え得るリス
クや不確実性としては、以下のようなものがあります。国内外の経済金融環境の悪化、保
有する有価証券の時価の下落、不良債権残高および与信関係費用の増加、当社グルー
プの国内外におけるビジネス戦略が奏功しないリスク、提携・出資・買収および買収後の
経営統合が奏功しないリスク等です。こうしたリスクおよび不確実性に照らし、本資料公
表日現在における「将来の業績に関する記述」および「サステナビリティに関する記述」
を過度に信頼すべきではありません。当社グループは、いかなる「将来の業績に関する
記述」または「サステナビリティに関する記述」について、更新や改訂をする義務を負い
ません。また、「サステナビリティに関する記述」における、当社グループのサステナビリ
ティに関連する取組については、当社グループのリスク管理およびその他の投融資等の
目的を推進しそれらに対応することを目指す、当社グループが独自に決定した方針と方
法に基づき行われ、また個々の決定は各法域において適用される法規制に基づき、それ
に従って行われます。 

当社グループの財政状態および経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可
能性がある事項については、本資料のほか、有価証券報告書等の本邦開示書類や、当社
が米国証券取引委員会に提出したForm 20-F等の米国開示書類、 当社グループが公
表いたしました各種開示資料のうち、最新のものをご参照ください。 

報告対象
期間：�	2025年度 （2025年4月~2026年3月） 
	 一部に2026年4月以降の情報も含みます。
範囲：�	三井住友フィナンシャルグループおよびその子会社・関連会社
発行時期
2026年7月
お問い合わせ先
株式会社 三井住友フィナンシャルグループ　広報部
〒100-0005　東京都千代田区丸の内 1-1-2
TEL  （03）3282-8111

ライジングマーク
「SMBC」の横の上昇カーブを描くマークはグループが提供する一層価値あるサービス、
先進的・革新的なサービスにより、お客さま、株主、社会とともにグループが発展していく
願いが込められています。

コーポレートカラー
ライジングマークに使用されるフレッシュグリーンは、若々しさ、知性、やさしさを、
マーク背景色にも使用するトラッドグリーンは、伝統、信頼、安定感を表しています。

「SMBC」はグループ全体のマスターブランドです。
グループ各社がこのロゴを使用し、SMBCブランドを訴求していくことで、
グループ全体のさらなるブランド力強化を目的としています。
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